
令和８年度 第１回 南丹市地域公共交通活性化協議会

次 第

日時 令和８年６月２２日（月） 午後２時１０分～

場所 南丹市役所 ２号庁舎３階 ３０１会議室

１．開 会

２．会長あいさつ

３．議題

第１号議案 令和７年度事業・決算報告について

第２号議案 令和８年度事業計画について

第３号議案 地域間幹線系統補助金及び地域内フィーダー系統補助金に係る申請

について

４．報告

南丹市内の公共交通利用者数の推移について

５．その他

６．閉 会



南丹市地域公共交通活性化協議会委員 （敬称略・順不同）

（令和８年６月２２日現在）

氏 名 役 職 備 考

１ 奥 村 安 治 園部町地域選出

２ 松 崎 祐紀代 八木町地域選出

３ 吉 田 辰 男 副会長 日吉町地域選出

４ 下 伊 豆 仁史 美山町地域選出

５ 川 勝 久美子 南丹市女性会 副会長

６ 井 尻 和 仁 南丹市ＰＴＡ連絡協議会 幹事

７ 榎 原 克 幸 監 事 南丹市社会福祉協議会 常務理事兼事務局長

８ 野 谷 五三男 南丹市老人クラブ連合会 副会長

９ 湯 浅 裕 晃 南丹市校園長会 中学校代表 園部中学校長

１０ 本 村 修 南丹市福祉シルバー人材センター 事務局長

１１ 山 本 美佐子 南丹市身体障害者福祉会 会長

１２ 阪 本 和 宏 京阪京都交通株式会社 代表取締役社長

１３ 中 藪 裕 介 京都府タクシー協会 地域公共交通推進委員会 北部分科会員

１４ 俣 野 健 二 京阪京バス労働組合 執行委員長

１５ 平 野 暁 子 西日本旅客鉄道株式会社 京滋支社 地域共生室担当室長代理

１６ 野 中 好 有限会社 中京交通 代表取締役

１７ 矢 野 将 勝 近畿運輸局 京都運輸支局 首席運輸企画専門官

１８ 石 嶋 淳 一 京都府南丹土木事務所 施設保全課長

１９ 石 浦 純 一 京都府南丹警察署 交通課長

２０ 小 石 直 生 京都府南丹広域振興局 地域連携・振興部 企画・連携推進課長

２１ 松 中 亮 治 会 長 京都大学大学院 工学研究科 准教授

２２ 片 山 智 之 南丹市 総務部長

２３ 野々口 智 司 監 事 南丹市 教育次長



令和７年度　南丹市地域公共交通活性化協議会　事業報告 【第１号議案】

施策名 施策 取り組み内容 令和７年度計画 令和７年度実施状況 補足
令和７年度
事業評価

京都中部総合医療センターの移
転建替えを契機にした市全体の
交通体系の見直し

①-1 市全体の交通体系の見直し ニーズ把握、事業者調整 継続調整
京都中部総合医療センターの移転建替えの実施時期見直しにあわせ
てスケジュールの見直し

-

②-1 ぐるりんバスの見直し ニーズ把握、事業者調整 継続調整 C

②-2
JR遅延時のぐるりんバスとJRの
連携

協議が整い次第実施 継続調整
JR遅延時のぐるりんバスの可能な限りの接続について、継続して協
議

B

②-3
八木地区のデマンドバスの見直
し

ニーズ把握、事業者調整 八木町神吉地域へのアンケートによる地元ニーズの調査を実施 A

②-4
神吉線の運行空白時間帯でのデ
マンドバスの運行

国・府との実現可能性の協議 ②-3と同一 ②-3と同一 A

②-5 新たな移動手段の導入 実現可能性の検討 継続調整 C

③-1 園部駅の公共交通サインの整備 順次実施 継続調整

改札出口に多言語標記の案内看板設置し、乗り場案内の拡充・継続
運用
園部駅改札口出口に、各路線バス時刻表の設置
園部駅観光案内所へのデジタルサイネージによるバス時刻表案内の
導入に向けて継続協議

B

③-2 分かりやすいバス停の整備 順次実施
南丹市営バス標柱の更新（教会前、田原、下保野田）
交差点に近い京阪京都交通宍人バス停の移設 A

④-1
園部駅や園部駅周辺での待合環
境の向上

関係者協議
園部駅観光協会窓口でぐるりんバス回数券・定期券を販売
南丹市営バス回数券・定期券の販売に向けて協議

B

④-2
八木駅の交通結節機能の強化及
び待合環境の向上

関係者協議 八木駅前駐輪場(市有地)で令和8年度に一時預かり駐車場の整備に向けて制度設計 B

⑤-1
商業施設や医療施設の敷地内で
のバス停設置

ニーズ把握、事業者調整 継続調整
南丹市営バス美山園部線の路線変更による、園部町内の商業施設近
くへの運行に向けた調整・協議

B

⑤-2
南丹市営バスのルート・ダイヤ
等の見直し

ニーズ把握、事業者調整 南丹市営バスのフリー乗降区間の追加（大町～教会前） A

⑤-3
南丹市営バスの車内アナウン
ス・マイクの整備

順次導入 継続調整 C

⑤-4
園福線や京阪京都交通の路線の
見直し

必要に応じて検討・実施 継続調整 園福線の運行継続、幹線系統WG会議での協議 B

⑥-1
子どもの通学・帰宅のための利
便性向上

ニーズ把握、事業者調整 継続調整 C

⑥-2 駅から学校までの街灯の整備 関係者協議 吉富駅構内（ロータリー部）の外灯ＬＥＤ化改修工事実施 A

⑥-3
デジタル化の導入等による利便
性向上

予算に応じて導入 南丹市営バス全路線へのPayPay導入 A

⑥-4
子育て世代の利用促進に向けた
環境整備

順次実施
子育てタクシーを実施している京都市内のタクシー会社や陣痛タクシーを実施している亀
岡市から情報・資料収集し、導入に向けて検討

B

園部駅や八木駅のアクセス交通
の充実

公共交通のわかりやすさの向上

園部駅や八木駅の待合環境の向
上

南丹市営バスや園福線等その他
路線バスのルート・ダイヤ等の
見直し

若者や子育て世代向けの利用環
境の整備

【評価】
 Ａ：事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実施された
 Ｂ：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されていない点があった
 Ｃ：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されなかった
 ー：令和7年度において具体的実施計画はなく、令和8年度以降に実施。



施策名 施策 取り組み内容 令和７年度計画 令和７年度実施状況 補足
令和７年度
事業評価

⑦-1
日吉デマンドバスのフリー乗降
区間の拡大や運行ルート等の見
直し

制度設計、事業者調整 日吉地域にデマンドバス「東胡麻」バス停を追加 A

⑦-2
美山デマンドバスのルート固定
型の見直し

制度設計、事業者調整 継続調整 C

⑦-3
日吉地区のタクシーの維持・確
保に向けた連携

事業者間の調整 継続調整 C

⑧-1
日吉駅での観光客向けサービス
機能の導入

制度設計、事業者調整 日吉駅交流センター内に市民協力のもと、ストリートピアノを設置 A

⑧-2 観光客向け交通情報提供の強化 順次実施
京都府運営の観光案内アプリ「歩くまち京都・乗り換え案内シリーズ」に、南丹市営バ
ス、ぐるりんバス及び園福線を追加 A

⑨-1
使いやすい地区別の総合時刻
表・マップの発行

実施 継続調整
JR西日本の列車運行アプリWESTERについて、南丹市営バス・ぐるり
んバスが検索可能となったことの周知を行うためJR及び南丹市所管
課と協議

B

⑨-2
ターゲットにあわせた利用促進
活動の実施

実施
胡麻郷小学校、みやまこども園で市営バス乗り方教室を実施
市内の中学生、高校生に向けて、進学後の通学の公共交通利用を促すチラシの配布

A

⑨-3
公共交通の初心者講習会・体験
会

実施
令和8年2月24日に南丹市社会福祉協議会が日吉町で開催した、地域住民に向けた「身近な
移動サービス活動セミナー」へ参加し、南丹市の公共交通の説明と利用促進を行った。

⑨-2と同一 A

⑨-4
行政職員向けのモビリティ・マ
ネジメントの実施

実施 継続調整 C

⑩-1
地域主体の利用促進活動への支
援

実施
市民交流事業に伴い、通常時よりも大きいサイズのバス車両の配車
（南丹市営バスで実施。令和7年12月2日四ツ谷区民交流事業）

A

⑩-2
マニュアルづくり、地域住民を
対象とした勉強会の開催

順次実施 ⑨-3と同一 A

⑩-3
地域住民などによる駅・バス停
周辺の美化活動や見回り活動へ
の支援

実施 継続調整 C

⑪-1
学生や地域住民とのワーク
ショップ

順次実施 継続調整 C

⑪-2
交通事業者やドライバーとの定
期的な意見交換会

順次実施
南丹市営バス事務所主任・副主任会議の定期的な開催
交通事業者へのアンケートの実施

A

ドライバー確保に向け支援 ⑫-1
ドライバーの新規獲得に向けた
支援

順次実施 継続調整
二種免許取得に関する助成金制度の調査
（先進地事例：滋賀県大津市、大阪府高槻市、山口県岩国市等で事
例有）

B

日吉・美山地区の個別輸送の見
直しや維持、確保

公共交通での観光のしやすさ向
上

モビリティ・マネジメントなど
の利用促進活動

地域住民が主体となった利用促
進活動の支援

公共交通に対する意見を収集す
る体制づくり



PayPayが使えます！

南丹市営バス全線にて

スマートフォン決済で
簡単・便利にお支払い！



胡麻郷小学校 バスの乗り方教室

〇日時：令和７年９月２５日（木）午前８時２５分～８時５０分

〇場所：南丹市立胡麻郷小学校

〇対象：胡麻郷小学校６年生 ２２名

〇内容：①南丹市職員から市営バスの乗り方について説明

②バス乗車体験（校外学習に伴い、南丹市営バス胡麻線バス停「胡麻郷小学校前」

８：４２発に乗車⇒バス停「国際医療大学病院前」で下車)



みやまこども園 バスの乗り方教室

〇日時：令和７年１０月３１日（金）午前１０時～１０時３０分

〇場所：美山文化ホール前

〇対象：みやまこども園 年長１６名

〇内容：①南丹市職員から市営バスの乗り方について説明

②バス乗車体験（美山文化ホール～和泉まで周回）



令和７年度南丹市地域公共交通活性化協議会決算書（案）

収 入 （単位：円）

支 出 （単位：円）

収入 ５，０３１，０４２円

支出 ５，０３１，０４２円

差引額 ０円

南丹市地域公共交通活性化協議会

科目 予算額 決算額 増減 備 考

補助金 5,251,050 5,030,657 ▲220,393 南丹市地域公共交通計画策定事業補助金

(市補助金)

184,657

地域内フィーダー系統補助金

(国補助金)

4,846,000

諸収入 950 385 ▲565 前年度繰越金 28

決算利息 357

合 計 5,252,000 5,031,042 ▲220,958

科目 予算額 決算額 増減 備 考

会議費 349,500 168,872 ▲180,628 委員報酬 152,694

費用弁償 11,372

源泉徴収税 4,806

事業費 4,846,000 4,846,000 0 地域内フィーダー系統補助金

(南丹市へ納入) 4,846,000

事務費 55,550 16,170 ▲39,380 振込手数料 16,170

予備費 950 0 ▲950

合 計 5,252,000 5,031,042 ▲220,958





令和８年度 南丹市地域公共交通活性化協議会 事業計画（案）

施策名 施策 取り組み内容 令和８年度事業 予定する事業

京都中部総合医療センターの移転建替えを契機にした
市全体の交通体系の見直し

①-1 市全体の交通体系の見直し
ニーズ把握、事業者調整
(事業者調整、届出、周知活動）

移転建替えに併せて調整

②-1 ぐるりんバスの見直し ニーズ把握、事業者調整 移転建替えに併せて調整

②-2 JR遅延時のぐるりんバスとの連携 協議が整い次第実施 継続して協議

②-3 八木地区のデマンドバスの見直し ニーズ把握、事業者調整 移転建替えに併せて調整

②-4 神吉線の運行空白時間帯でのデマンドバスの運行 国・府との実現可能性の協議 費用見込の調査

②-5 新たな移動手段の導入 実現可能性の検討

③-1 園部駅の公共交通サインの整備 順次実施

③-2 分かりやすいバス停の整備 順次実施

④-1 園部駅や園部駅周辺での待合環境の向上 関係者協議
園部駅観光協会窓口での市営バス回
数券、定期券販売に向けた調整

④-2 八木駅の交通結節機能の強化及び待合環境の向上 制度設計
八木駅前駐輪場の一部を一時預かり
駐車場へ整備するための設計

⑤-1 商業施設や医療施設の敷地内でのバス停設置 ニーズ把握、事業者調整 設置施設の検討

⑤-2 南丹市営バスのルート・ダイヤ等の見直し ニーズ把握、事業者調整 移転建替えに併せて調整

⑤-3 南丹市営バスの車内アナウンス・マイクの整備 予算に応じて導入

⑤-4 園福線や京阪京都交通の路線の見直し 必要に応じて検討・実施

⑥-1 子どもの通学・帰宅のための利便性向上 ニーズ把握、事業者調整

⑥-2 駅から学校までの街頭の整備 関係者協議 実現可能性の検討

⑥-3 デジタル化の導入等による利便性向上 実施 市営バスPayPay決済の継続

⑥-4 子育て世代の利用促進に向けた環境整備 順次実施
エコサマーの取組への協力
陣痛タクシーの実施に向けた検討

【第２号議案】

園部駅や八木駅のアクセス交通の充実

公共交通のわかりやすさの向上

園部駅や八木駅の待合環境の向上

南丹市営バスや園福線等その他路線バスのルート・ダ
イヤ等の見直し

若者や子育て世代向けの利用環境の整備



施策名 施策 取り組み内容 令和８年度事業 予定する事業

⑦-1
日吉デマンドバスのフリー乗降区間の拡大や運行
ルート等の見直し

制度設計、事業者調整

⑦-2 美山デマンドバスのルート固定型の見直し 制度設計、事業者調整 事業者と実施時期の調整

⑦-3 日吉地区のタクシーの維持・確保に向けた連携 事業者間の調整

⑧-1 日吉駅での観光客向けサービス機能の導入 制度設計、事業者調整

⑧-2 観光客向け交通情報提供の強化 順次実施

⑨-1 使いやすい地区別の総合時刻表・マップの発行 実施 地区別・目的地別の時刻表作成

⑨-2 ターゲットにあわせた利用促進活動の実施 実施 バスの乗り方教室の実施

⑨-3 公共交通の初心者講習会・体験会 実施 9-②と同一

⑨-4 行政職員向けのモビリティ・マネジメントの実施 順次実施 取組の検討、状況により実施。

⑩-1 地域主体の利用促進活動への支援 順次実施 バスに乗ろう会等の協働。

⑩-2
マニュアルづくり、地域住民を対象とした勉強会
の開催

順次実施

⑩-3
地域住民などによる駅・バス停周辺の美化活動や
見回り活動への支援

順次実施 美化作業への協働

⑪-1 学生や地域住民とのワークショップ 順次実施 学校への意見照会

⑪-2 交通事業者やドライバーとの定期的な意見交換会 順次実施
公共交通事業者と連携、随時実施。
アンケートの実施

ドライバー確保に向け支援 ⑫-1 ドライバーの新規獲得に向けた支援 順次実施 募集・広報

日吉・美山地区の個別輸送の見直しや維持、確保

公共交通での観光のしやすさ向上

モビリティ・マネジメントなどの利用促進活動

地域住民が主体となった利用促進活動の支援

公共交通に対する意見を収集する体制づくり



地域間幹線系統補助金及び地域内フィーダー系統補助金に係る申請に

ついて

〇バスの事業年度について

バスの事業年度（補助年度）は、会計年度（４月１日～３月３１日）より６ヶ月早い。

※令和８事業年度 ⇒ 令和７年１０月１日～令和８年９月３０日まで

※令和９事業年度 ⇒ 令和８年１０月１日～令和９年９月３０日まで（今回申請）

【地域間幹線系統補助金】
◆地域間幹線系統補助とは？

複数の市町村をまたがる路線バス（幹線バス）への補助をおこなうもの。

別紙「地域公共交通確保維持事業（陸上交通：地域間幹線系統補助）」のとおり。

◆今回の補助金（補助金認定申請）について

南丹市内を運行する京阪京都交通路線バス（八田線、神吉線、原・神吉線）の

令和９事業年度の運行について、別添のとおり国土交通大臣へ認定申請を行なう。

〇令和９事業年度の概要

・運行主体：京阪京都交通株式会社

・運行期間：令和８年１０月１日～令和９年９月３０日

・運 行 日：毎日

・運行路線：京阪京都交通路線バス３路線

・運賃 ：１９０円～１，３００円

なお、今回の申請は、今後の補助対象期間（令和８年１０月１日～令和９年９月３

０日）に補助を受けるための計画認定申請である。

（裏面へ続く）

【第３号議案】



【地域内フィーダー系統補助金】

◆地域内フィーダー系統補助金とは？

鉄道駅や、幹線バス等の地域間交通ネットワークと密接な地域内のバス交通・デマ

ンド交通の運行について支援を行うもの。

別紙「地域公共交通確保維持事業（陸上交通：地域内フィーダー系統補助）」のと

おり。

◆今回の補助金（補助金認定申請）について

南丹市が直営で運行する南丹市営バス及び南丹市が委託し運行するぐるりんバス

の令和９事業年度について、別添のとおり国土交通大臣へ認定申請を行う。

〇令和９年事業年度の概要

・運行主体：南丹市（南丹市営バス）

・運行期間：令和８年１０月１日～令和９年９月３０日

・運 行 日：毎日（令和８年１２月２９日～令和９年１月３日は運休）

・対象路線：南丹市営バス６路線

・運 賃：３００円～１，２００円（割引パスにより１５０円～６００円）

・運行主体：南丹市（ぐるりんバス）

・運行期間：令和８年１０月１日～令和９年９月３０日

・運 行 日：毎日

・運行路線：ぐるりんバス４路線

・運 賃：１５０円

なお、今回の申請は、今後の補助対象期間（令和８年１０月１日～令和９年９月３

０日）に補助を受けるための計画認定申請である。（下記スケジュール参照）

活性化協議会で

計画認定申請の

承認

国へ、計画

認定申請の

提出

国から

計画の

認定

補助対象

事業年度

開始

補助対象

事業年度

終了

R8.6.22 R8.6.30まで R8.9月ごろ R8.10.1～ ～R9.9.30

補助対象事業年度

R8.10.1～R9.9.30
地域内フィーダー系統補助スケジュール
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地域公共交通計画認定申請書

（地域間幹線系統補助）

提出資料



様式第１－１（日本産業規格Ａ列４番）

８南地公協第 号

令和８年６月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称 南丹市地域公共交通活性化協議会

住 所 京都府南丹市園部町小桜町４７番地

代 表 者 氏 名 会長 松中 亮治

地域公共交通計画認定申請書（地域間幹線系統補助）

地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり定

めたので、関係書類を添えて申請します。

※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。



別 紙

令和８年６月 日

（名称）南丹市地域公共交通活性化協議会

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性

南丹市を取り巻く公共交通は、JR山陰本線、園福線、八田線、神吉線、原・神吉線とい

った広域的な交通と、旧町の中心地を拠点として運行しているぐるりんバスや南丹市営バ

ス、デマンドバスなどの身近な生活を支える交通により成り立っているが、マイカーの普

及や人口減少の進展等により公共交通の利用者数が減少しており、今後地域公共交通の維

持・存続ができなくなることが懸念される。また、ＪＲ山陰本線・嵯峨野線の減便や園福

線の元運行主体であった西日本ジェイアールバスの撤退等、南丹市を取り巻く公共交通は

非常に厳しい局面を迎えている。これらの課題解決のため、持続可能かつ効率的で安定的

な公共交通体系を構築し、人や環境にやさしい公共交通体系が充実し、誰もが外出しやす

いまちの実現を目指すため策定した「南丹市地域公共交通計画」に基づいた事業を行うこ

とが求められている。

これらのことから、地域公共交通確保維持事業により、八田線、神吉線、原・神吉線を

確保・維持することで、住民の生活交通手段を存続させていくことが必要である。

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果

（１）事業の目標

・南丹市全体の公共交通利用者数 7,582 人/日（Ｒ10） ※8,234 人/日（Ｒ4）

・南丹市が公的資金を投入している地域公共交通の収支率 16.1％(Ｒ10) ※16.7％(Ｒ4)

・南丹市の地域公共交通への公的資金投入額 214,000,000 円/年(R10） ※175,000,000

円/年(R4)

（南丹市地域公共交通計画 P44 参照）



（２）事業の効果

八田線を維持することにより、JR園部駅と JR 亀岡駅とのアクセスが確保され、園部町西本

梅地域の住民の鉄道駅への交通手段が確保できる。

また神吉線、原・神吉線を維持することにより、神吉地域を中心として JR 八木駅へのア

クセスが確保され、中学生の通学や、高齢者など車を使用できない地域住民の鉄道駅や病

院への交通手段が確保でき、公共交通のネットワークが連携することで、外出促進・地域

活性化につながる。

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体

・園福線や京阪京都交通の路線の見直し（南丹市、事業者）

（南丹市地域公共交通計画 P56 参照）

利用実態等を鑑み必要に応じてルート・ダイヤの見直しの検討。

・ターゲットにあわせた利用促進施策の実施（南丹市）

（南丹市地域公共交通計画 P62 参照）

バスの乗り方の周知、中学３年生、高校３年生へ向けたバス利用の啓発活動、利用シ

ーンに合わせた情報発信の強化等。

・公共交通の初心者講習会・体験会（南丹市）

（南丹市地域公共交通計画 P63 参照）

バスの乗り方教室や体験会、公共交通お試し券の配布、小中学生向けの公共交通学習

の実施等。

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び

運送予定者

表１のとおり

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額

表２のとおり

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法

運賃収入や乗車人数など毎月の数字を把握し効果を検証する。



７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要

【地域間幹線系統のみ】

※該当なし

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧

【地域間幹線系統のみ】

※該当なし

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期

及びその他特記事項

【地域間幹線系統のみ】

当該補助の対象となっている地域間幹線系統は、自らの運転により移動することが困難

な交通弱者が通学、通勤、買い物等の日常生活を送るうえで欠かせない移動手段であるた

め、現行の定時定路線による運行を確保、維持する必要がある。

事業者においては、JR のダイヤ改正に合わせ、接続調整のための時刻改正を行い、利便

性の向上を図る。また、観光需要の取り込みを図るべく、沿線イベントへのアクセスを PR

する。

南丹市は、ダイヤ改正に併せた改正後の時刻表を各戸へ配布するとともに、沿線地域で

のお試し乗車券、アンケート等地域住民向けのＭＭを実施し、また、沿線自治体、事業者

と協働して、イベント等においてアンケートを実施し、お試し乗車券付チラシ等の配布を

行う。



10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

【地域内フィーダー系統のみ】

※該当なし

11．車両の取得に係る目的・必要性

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】

路線の運行確保と車両の取得は一体不可分なものであり、事業者においては地域間幹線

の運行に係る車両について、保守点検を重ねて使用しているところだが、車齢の高いもの

については、安全性と費用効率化の面から適切な入れ替えが必要である。

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】

（１）事業の目標

修繕費と購入費に係る費用のバランスを考慮したうえで新しい車両を導入し、安全性

を向上させる。

（２）事業の効果

新しい車両を導入することにより車内環境が改善され、運行の安全性及び利便性の向上

が図られる。

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

表６、表７のとおり

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策）

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

※該当なし

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

※該当なし

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

（１）事業の目標

※該当なし

（２）事業の効果

※該当なし



17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

※該当なし

18．協議会の開催状況と主な議論

令和７年度第１回 南丹市地域公共交通活性化協議会

日時 令和７年６月１９日（木）

場所 南丹市国際交流会館 地階 コスモホール

第１号議案 令和６年度事業・決算報告について

第２号議案 令和７年度事業計画について

第３号議案 地域間幹線系統補助金及びフィーダー系統補助金に係る申請について

第４号議案 外出支援サービス事業の更新について

第５号議案 デマンドバス（日吉地域）のバス停追加について

第６号議案 南丹市営バスのフリー乗降区間の追加について

上記、原案のとおり承認。

報告 南丹市内の公共交通利用者数の推移について

令和７年度第２回 南丹市地域公共交通活性化協議会

日時 令和７年１０月２８日（木）

場所 南丹市国際交流会館 地階 コスモホール

議題 外出支援サービス（福祉有償運送）の更新について

上記 原案のとおり承認。

第１号報告 南丹市地域公共交通計画の令和７年度事業の中間報告について

第２号報告 南丹市地域公共交通計画の令和８年度事業計画について

令和７年度第３回 南丹市地域公共交通活性化協議会

日時 令和８年２月２７日（金）

場所 南丹市国際交流会館 地階 コスモホール

第１号議案 令和７年度補正予算について

第２号議案 令和８年度予算について

第３号議案 令和８年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金に係る計画変更について

上記、原案のとおり承認

第１号議案 令和７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金の事業評価について

（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金）

第２号議案 令和７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金の事業評価について

（地域内フィーダー系統補助金）

第３号議案 南丹市地域公共交通計画の施策の進捗状況について

令和８年度第１回 南丹市地域公共交通活性化協議会

日時 令和８年６月２２日（月）

場所 南丹市役所 ２号庁舎３階 ３０１会議室

第１号議案 令和７年度事業・決算報告について

第２号議案 令和８年度事業計画について

第３号議案 地域間幹線系統補助金及び地域内フィーダー系統補助金に係る申請について

第１号報告 南丹市内の公共交通利用者数の推移について



【本計画に関する担当者・連絡先】

（住 所）京都府南丹市園部町小桜町４７番地

（所 属）南丹市 地域振興部 地域振興課

（氏 名）松本 宏樹

（電 話）０７７１－６８－００１９

（e-mail）chiiki@city.nantan.lg.jp
注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。

各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。

19．利用者等の意見の反映状況

計画策定にあたっては、

①市民へ広くアンケートの実施

②地元住民を交えたワークショップ及びヒアリングの実施

③地元高校生へのアンケートの実施

④交通事業者へのヒアリングの実施

⑤パブリックコメントを南丹市 HP や広報誌等で周知し、実施

を行い、誰もが使いやすい公共交通の策定に活かした。
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5
8
.5

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

1
0
,1

3
7

（
注

）

１
．

本
表

に
記

載
す

る
運

行
予

定
系

統
を

示
し

た
地

図
（
運

行
予

定
系

統
が

熊
本

地
震

被
災

市
町

村
に

お
け

る
応

急
仮

設
住

宅
の

１
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
以

内
を

経
由

す
る

こ
と

を
図

示
し

た
も

の
を

含
む

）
を

添
付

す
る

こ
と

。

表
１

　
地

域
公

共
交

通
確

保
維

持
事

業
に

よ
り

運
行

を
確

保
・
維

持
す

る
運

行
系

統
の

概
要

及
び

運
行

予
定

者
（
地

域
間

幹
線

系
統

）

合
　

　
　

　
　

計

２
．

「
特

例
措

置
」
に

は
、

地
域

公
共

交
通

再
編

実
施

計
画

の
認

定
を

受
け

、
地

域
間

幹
線

系
統

に
係

る
特

例
措

置
の

適
用

を
受

け
る

場
合

に
は

「
１

」
を

、
平

成
２

９
年

８
月

２
日

改
正

附
則

第
２

条
の

規
定

に
該

当
す

る
場

合
に

は
「
２

」
を

、
補

助
金

交
付

要
綱

別
表

２
　

５
．

た
だ

し
書

き
に

該
当

す
る

場
合

に
は

「
３

」
を

記
載

す
る

。

３
．

補
助

対
象

期
間

の
計

画
と

比
較

し
、

翌
年

度
及

び
翌

々
年

度
の

計
画

が
同

じ
若

し
く
は

曜
日

の
違

い
に

よ
る

運
行

回
数

以
外

に
変

更
が

な
い

場
合

に
つ

い
て

は
、

そ
の

旨
を

記
載

す
る

こ
と

で
足

り
る

も
の

と
す

る
。

　
（
 記

載
例

 「
令

和
○

年
度

、
令

和
○

年
度

に
つ

い
て

は
、

令
和

○
年

度
事

業
か

ら
　

土
日

・
祝

日
の

日
数

に
よ

る
運

行
回

数
等

の
違

い
を

除
き

、
変

更
が

な
い

た
め

省
略

」
）

都
道

府
県

（
市

区
町

村
）

運
行

予
定

者
名

運
行

系
統

名
（
申

請
番

号
）

確
保

維
持

事
業

に
要

す
る

国
庫

補
助

額
（
千

円
）

特 例 措 置

令
和

10
年
度
、
令
和

11
年
度
に
つ
い
て
は
、
令
和

9年
度
事
業

か
ら
 
土
日
・
祝
日
の
日
数
に
よ
る
運
行
回
数
等
の
違
い
を

除
き
、
変
更
が
な
い
た
め
省
略



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

R９年度ブロック標準費用単価反映

１．申請事業者の概要

㎞

㎞

㎞

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

円 銭 円 銭 円 銭

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

２ ／ ３ ％

／ ３ ％

／ ３ ％

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

3,395.0 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均）

(9.3) 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ

1,518.5 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均）

(4.1) 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ

1,095.0 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均）

(3.0) 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ

原・神吉線１ 365 日 Ｋｍ

原・神吉線１ 365 日 Ｋｍ

3,395.0 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均）

(9.3) 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ

1,518.5 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均）

(4.1) 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ

1,095.0 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均）

(3.0) 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ

往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均） 往 （平均）

復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ 復 Ｋｍ

事業者名 京阪京都交通株式会社 令和 ９ 年度

乗合バス事業

営業収益 1,107,320 千円 営業外収益 10,571 千円 経常収益（イ） 1,117,891 千円

営業費用 1,158,699 千円 営業外費用 714 千円 経常費用（ロ） 1,159,413 千円

営業損益 △ 51,379 千円 営業外損益 9,857 千円 経常損益 △ 41,522 千円

経常収支率 96.41 ％

乗合バス事業

営業収益 1,160,944 千円 営業外収益 6,885 千円 経常収益（イ’） 1,167,829 千円

営業費用 1,181,836 千円 営業外費用 1,748 千円 経常費用（ロ’） 1,183,584 千円

営業損益 △ 20,892 千円 営業外損益 5,137 千円 経常損益 △ 15,755 千円

経常収支率 98.66 ％

乗合バス事業

営業収益 1,186,218 千円 営業外収益 4,587 千円 経常収益（イ”） 1,190,805 千円

営業費用 1,223,548 千円 営業外費用 1,612 千円 経常費用（ロ”） 1,225,160 千円

営業損益 △ 37,330 千円 営業外損益 2,975 千円 経常損益 △ 34,355 千円

経常収支率 97.19 ％

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）　
ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用
（基準期間の前年度）　

ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

京阪神 416 15 444 94 490 15

北近畿 416 15 444 94 490 15

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走行

キロ当たり経常費用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用の差
二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

京阪神 450 41 589 52 450 41 0 0 472 60

北近畿 450 41 446 82 446 82 3 59 472 60

補助ブロック名 認可日
認可を受けた
補助対象期間

補助金交付要
綱別表２（注）
４．の適用割

合
フ

改定率
コ

京阪神・北近畿 令和 ６ 年 ３ 月２６日 基準期間の　　前年度 15.18 

令和　　年　　月　　日 基準期間の　　　年度

令和　　年　　月　　日 基準期間の　　　年度

運行系統

①＝カッコ内 ②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ ル ﾙ÷ﾁ
（チー（リ＋
ヌ＋ル））
÷チ＝ヲ

28.0 km 14.7 km

28.0 km 28.0 14.7 km 14.7

12.6 km 10.1 km

12.0 km 12.3 9.5 km 9.8

18.1 km 11.9 km

17.5 km 17.8 11.3 km 11.6

京都市 3.7 km 3.7 20.786 %

亀岡市 2.5 km 2.5 14.044 %

28.0 km 13.3 km

28.0 km 28.0 13.3 km 13.3

12.6 km 2.5 km

12.0 km 12.3 2.5 km 2.5

18.1 km 6.2 km

17.5 km 17.8 6.2 km 6.2

117.4 km 58.7 km

115.0 km 116.2 57.5 km 58.1

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)の
損益状況

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
2,365,392.4

基準期間の前年度の
損益状況

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

2,660,073.7

基準期間の前々年度の
損益状況

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

2,943,973.2

補助
ブロッ
ク名

申
請
番
号

特
例
措
置

運行
系統名

計画
運行
日数

計画運行
回数

（　　）

計画
平均
乗車
密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業を

実施する区域におけるキロ程

系統キロ程と
地域公共交
通再編事業

を実施する区
域におけるキ
ロ程との比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線と
の競合率

補助ブロッ
ク外乗入
部分、同
一補助ブ
ロック都道
府県外乗
入部分及
び他路線
との競合
部分以外
のキロ程
の比率

起点
主な

経由地
終点

(1) 八田線１
ＪＲ

亀岡駅
南口

奥条・
大谷

ＪＲ
園部駅
西口

365 日 回 3.2 29.7 人 ％ ％ 47.500 %

(2) 神吉線１
ＪＲ

八木駅
西所 神吉口 365 日 回 3.9 15.9 人 ％ ％ 20.325 %

(3) 原・神吉線１
ＪＲ

八木駅
神吉上 原 365 日 回 5.2 15.6 人 ％ ％ 34.831 %

北近畿

1 八田線１
ＪＲ

亀岡駅
南口

奥条・
大谷

ＪＲ
園部駅
西口

365 日 回 3.2 29.7 人 ％ ％ 52.500 %

2 神吉線１
ＪＲ

八木駅
西所 神吉口 365 日 回 3.9 15.9 人 ％ ％ 79.674 %

3 原・神吉線１
ＪＲ

八木駅
神吉上 原 365 日 回 5.2 15.6 人 ％ ％ 65.168 %

合計 系統

京阪神



（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

(1) 47.500 %

(2) 20.325 %

(3) 34.831 %

1 52.500 %

2 79.674 %

3 65.168 %

(1) 千円 千円

(2) 千円 千円

(3) 千円 千円

千円 千円

千円 千円

1 千円 千円

2 千円 千円

3 千円 千円

千円 千円

(1)

(2)

(3)

1

2

3

補助対象系統のキロ当たり経常収益

補助金交付要綱別表２（注）４．の
適用がある場合

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

ワ
ヘ×ワ

以下の額：カ

ノ'とノ"のい
ずれか少な

い額
ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃改

定による
増収分

f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのいず
れか少ない

額
h

補助金交付要
綱別表２（注）
４．の適用後
のキロ当たり

経常収益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象系
統の実車走
行キロ当たり

経常収益
ヤ”÷マ”＝d

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助対象系
統の実車走
行キロ当たり

経常収益
ヤ’÷マ’＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象系
統の実車走
行キロ当たり

経常収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

190,120.0 km 85,631,949 円 175円02銭 16円26銭 0円00銭 175円02銭 175円02銭 30,858,582 円 189,527.6 km 162円81銭 33,652,851 円 190,011.0 km 177円11銭 35,051,188 円 189,292.0 km 185円16銭 33,274,803 円

37,269.7 km 16,786,645 円 227円70銭 21円14銭 0円00銭 227円70銭 227円70銭 8,527,358 円 39,961.0 km 213円39銭 9,256,059 円 40,403.4 km 229円09銭 9,246,420 円 38,424.9 km 240円63銭 8,486,311 円

39,055.0 km 17,590,762 円 233円67銭 20円82銭 0円00銭 233円67銭 233円67銭 8,822,023 円 38,435.8 km 229円52銭 9,173,223 円 39,113.6 km 234円52銭 9,175,197 円 38,714.7 km 236円99銭 9,125,982 円

190,120.0 km 84,949,418 円 171円43銭 16円26銭 3円59銭 171円43銭 175円02銭 30,858,582 円 189,527.6 km 162円81銭 33,652,851 円 190,011.0 km 177円11銭 35,051,188 円 189,292.0 km 185円16銭 32,592,272 円

37,269.7 km 16,652,847 円 224円11銭 21円14銭 3円59銭 224円11銭 227円70銭 8,527,358 円 39,961.0 km 213円39銭 9,256,059 円 40,403.4 km 229円09銭 9,246,420 円 38,424.9 km 240円63銭 8,352,513 円

39,055.0 km 17,450,555 円 230円08銭 20円82銭 3円59銭 230円08銭 233円67銭 8,822,023 円 38,435.8 km 229円52銭 9,173,223 円 39,113.6 km 234円52銭 9,175,197 円 38,714.7 km 236円99銭 8,985,775 円

合計 532,889.4 km 239,062,176 円 96,415,926 円 535,848.8 km 104,164,266 円 539,056.0 km 106,945,610 円 532,863.2 km 100,817,656 円

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回
数／①計画運行

回数＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ

52,357,146 円 38,534,377 円 38,534,377 円 18,303,829 円 18,303,829 円 9,840,768 円 9,840 4,920.0 52,357,146 円 42,042,646 円

8,300,334 円 7,553,990 円 7,553,990 円 1,535,348 円 1,535,348 円 1,123,425 円 1,123 561.5 8,300,334 円 5,554,834 円

8,464,780 円 7,915,842 円 7,915,842 円 2,757,166 円 2,757,166 円 2,757 1,378.5 8,464,780 円 4,527,780 円

京都市 1,645,406 円 1,645,406 円 1,645 822.5 1,759,533 円 941,168 円

亀岡市 1,111,760 円 1,111,760 円 1,112 556.0 1,188,874 円 635,924 円

52,357,146 円 38,227,238 円 38,227,238 円 20,069,299 円 20,069,299 円 10,789,945 円 10,789 5,394.5 53,039,677 円 42,725,177 円

8,300,334 円 7,493,781 円 7,493,781 円 5,970,595 円 5,970,595 円 4,368,728 円 4,368 2,184.0 8,434,132 円 5,688,632 円

8,464,780 円 7,852,749 円 7,852,749 円 5,117,479 円 5,117,479 円 5,117 2,558.5 8,604,987 円 4,667,987 円

合計 138,244,520 円 107,577,977 円 107,577,977 円 53,753,716 円 53,753,716 円 26,122,866 円 33,994 16,997.0 139,201,056 円 105,207,056 円

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の

者」の具体的
概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

4,920,000 円 24.66% 15,028,810 円 75.33% 0 円 0.00% 834 円 0.00%

561,500 円 49.89% 562,690 円 49.99% 0 円 0.00% 1,352 円 0.12%

1,378,500 円 87.81% 191,200 円 12.18% 0 円 0.00% 167 円 0.01%

京都市 114,103 円 7.27%

亀岡市 77,097 円 4.91%

5,394,500 円 24.03% 17,055,520 円 75.97% 0 円 0.00% 1,310 円 0.01%

2,184,000 円 48.15% 2,350,210 円 51.81% 0 円 0.00% 1,600 円 0.04%

2,558,500 円 83.91% 490,210 円 16.08% 0 円 0.00% 487 円 0.02%

合計 16,997,000 円 35,678,640 円 0 円 5,750 円

補助
ブロッ
ク名

申
請
番
号

特
例
措
置

補助ブロッ
ク外乗入部
分及び同一
補助ブロッ
ク都道府県
外乗入部分
以外のキロ
程の比率

計画実車
走行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象
経常収益
の見込額

京阪神

北近畿

補助
ブロッ
ク名

申
請
番
号

特
例
措
置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほう

の額

ソのうち補助ブロッ
ク外乗入部分、同
一補助ブロック都
道府県外乗入部

分及び他路線との
競合部分以外に係

るもの

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部分
及び同一補助ブ
ロック都道府県外
乗入部分以外に

係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

損失額から国庫
補助額を控除した

額

京阪神

北近畿

補助
ブロッ
ク名

申
請
番
号

特
例
措
置

京阪神

北近畿



(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を
除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特
別の理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 6.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

 7.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

 8.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下切り捨て）にて記載すること。

 7.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 8.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載す
る。

 9.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

10.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出
し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

11.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

12.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入
部分のキロ程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

13.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

14.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗
入部分以外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

15.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

16.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

17.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、
（ツ’）の金額から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

18.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の
見込額の１１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

19.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

20.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

21.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関
連書類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し
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１
．

こ
の

書
類

は
、

補
助

対
象

期
間

（
補

助
金

交
付

要
綱

第
５

条
で

定
め

る
期

間
）
の

実
績

に
つ

い
て

、
補

助
対

象
期

間
の

末
日

現
在

に
お

け
る

状
態

に
応

じ
て

、
運

行
系

統
ご

と
に

作
成

す
る

こ
と

（
補

助
対

象
系

統
の

み
記

載
す

る
こ

と
）
。

２
．

申
請

番
号

は
、

地
域

公
共

交
通

計
画

認
定

申
請

書
の

申
請

番
号

と
同

一
の

も
の

と
す

る
こ

と
。

３
．

起
点

及
び

終
点

は
停

留
所

名
を

も
っ

て
記

載
し

、
主

な
経

由
地

は
他

の
運

行
系

統
と

区
別

で
き

る
停

留
所

名
を

も
っ

て
記

載
し

、
キ

ロ
程
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数
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以
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第
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２
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り
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て
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ま

で
算

出
し
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こ

と
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１
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り
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出
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る
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と
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７

．
運

送
収

入
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、
当

該
運

行
系

統
の

補
助

対
象
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間

の
運

送
収

入
に

つ
い

て
、

原
則

と
し

て
年

１
回

以
上

実
態

調
査

を
実

施
し

、
そ

の
結

果
に

よ
り

算
出

す
る

こ
と

。
ま

た
、

実
態

調
査

日
に

つ
い

て
も

記
載

す
る

こ
と

。
８

．
実

車
走

行
キ

ロ
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、
小

数
点

第
１

位
（
第

２
位

以
下

切
り

捨
て

）
ま

で
算

出
し

て
記

載
す

る
こ

と
。

９
. 
１

系
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当
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常
費
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、
補

助
対

象
事

業
者
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実
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走

行
キ

ロ
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経
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費
用
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当

該
系

統
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実
車

走
行

キ
ロ
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じ
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も
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1
0
．

平
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賃
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は
、

停
留

所
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互
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額

÷
停

留
所

相
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総
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よ
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銭
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位

ま
で
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出

す
る

こ
と

（
銭

未
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切
捨

て
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た
だ

し
、

補
助

対
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賃
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あ
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場
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の
当

該
運

行
系

統
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平
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賃
率

は
、

表
中

の
計

算
式

に
よ

り
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す
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こ

と
。

　
　

 な
お

、
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

ス
ト

ラ
イ

キ
、

積
雪

等
の

理
由

に
よ

り
バ

ス
が

運
行

さ
れ

な
か

っ
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含

ま
れ

る
も

の
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。

様
式

第
１

－
５

　
（
日

本
産

業
規

格
Ａ

列
4
番

）

（
担

当
部

門
の

名
称

）
 （

責
任

者
役

職
・
氏

名
）

管
理

部
　

企
画

課
　

取
締

役
管

理
部

長
　

　
　

　
　

　
栗

山
　

準
一

  
　

　
　

（
担

当
部

門
の

名
称

）
 （

責
任

者
役

職
・
氏

名
）

管
理

部
　

企
画

課
　

取
締

役
管

理
部

長
　

　
　

　
　

　
栗

山
　

準
一

  
　

　
　

運
行

系
統

別
輸

送
実

績
及

び
平

均
乗

車
密

度
算

定
表

（
令

和
９

年
度

）
輸

送
実

績
デ

ー
タ

に
基

づ
き

計
上

運
行

系
統

年
間

輸
送

実
績

経
常

収
益

平
均

乗
車

密
度

算
定

運
賃

改
定

前
　

適
用

　
運

賃
改

定
後

　
適

用
　

の
平

均
賃

率
×

日
数

×
の

平
均

賃
率

×
日

数

総
　

適
　

用
　

日
　

数

5
4
.0

8
3
6
5

3
6
5

（
5
9
.2

0
×

3
6
5
）

（
5
8
.6

4
×

3
6
5
）

7
3
0

（
4
3
.3

6
×

3
6
5
）

（
4
3
.1

3
×

3
6
5
）

7
3
0

［
記

載
要

領
］

事
業

者
名

京
阪

京
都

交
通

株
式

会
社

運
行

計
画

担
当

部
門

補
助

金
担

当
部

門
計

画

平
均

乗
　

　
　

車
密

度
市

町
村

に
よ

る
回

数
券

購
入

等
の

有
無

起
　

点
終

　
点

1
八

田
線

1
J
R

亀
岡

駅
南

口
奥

条
・
大

谷
J
R

園
部

駅
西

口
2
8
.0

9
.3

8
6
,4

5
6

7
.2

6
2
2
,4

8
3
.2

3
3
,6

4
9
,3

3
9

1
9
0
,1

2
0
.0

7
0
5
,3

4
5

8
4
9
,8

3
6

3
5
,2

0
4
,5

2
0

9
3
,1

8
7
,3

1
8

5
4
.0

8
3
.2

2
9
.7

無

2
神

吉
線

1
J
R

八
木

駅
西

所
神

吉
口

1
2
.3

4
.1

2
1
,3

0
9

6
.9

1
4
7
,0

3
2
.1

8
,6

9
4
,9

8
8

3
7
,2

6
9
.7

1
3
8
,2

7
1

1
6
6
,5

9
6

8
,9

9
9
,8

5
5

1
8
,2

6
7
,7

4
3

5
8
.9

2
3
.9

1
5
.9

有

3
原

・
神

吉
線

1
J
R

八
木

駅
神

吉
上

原
1
7
.8

3
.0

2
6
,9

7
2

7
.7

2
0
7
,6

8
4
.4

8
,9

3
6
,1

7
3

3
9
,0

5
5
.0

1
4
4
,8

9
4

1
7
4
,5

7
5

9
,2

5
5
,6

4
2

1
9
,1

4
2
,8

0
8

4
3
.2

4
5
.2

1
5
.6

有



　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
京

阪
京

都
交

通
発

第
1
4
5
号

経
常

費
用

運
行

１
人

平
均

輸
　

送
運

送
収

入
実

車
走

行
運

送
雑

収
営

業
外

収
益

1
系

統
当

た
り

平
均

輸
送

量
備

考

申
請

運
  

  
行

主
　

　
な

キ
ロ

程
回

数
輸

送
人

員
乗

車
キ

ロ
人

キ
ロ

（
B

）
キ

ロ
（
Ｃ

）
（
D

）
（
Ｅ

）
計

経
常

費
用

賃
率

（
B

）
（Ａ

）×
（Ｇ

）

番
号

系
 統

 名
経

由
地

（
ｋ
ｍ

）
（
Ａ

）
（
人

）
（
ｋ
ｍ

）
（
人

キ
ロ

）
（
円

）
（
ｋ
ｍ

）
（
円

）
（
円

）
（
B

）
+
（
D

）
+
（
E
）

（
円

）
（
F
）

（
Ｃ

）
×

（
Ｆ

）
（
回

）
（
円

）
（
Ｇ

）

× +
令

和
7
年

3
月

1
5
日

土
休

日
ダ

イ
ヤ

▲
１

回

+

合
計

5
8
.1

1
3
4
,7

3
7

9
7
8
,7

6
4
.3

5
1
,2

9
3
,3

9
5

2
6
6
,4

3
1
.6

9
8
8
,4

6
1

1
,1

9
0
,9

4
9

5
3
,4

7
2
,8

0
5

１
．

こ
の

書
類

は
、

補
助

対
象

期
間

（
補

助
金

交
付

要
綱

第
５

条
で

定
め

る
期

間
）
の

実
績

に
つ

い
て

、
補

助
対

象
期

間
の

末
日

現
在

に
お

け
る

状
態

に
応

じ
て

、
運

行
系

統
ご

と
に

作
成

す
る

こ
と

（
補

助
対

象
系

統
の

み
記

載
す

る
こ

と
）
。

２
．

申
請

番
号

は
、

地
域

公
共

交
通

計
画

認
定

申
請

書
の

申
請

番
号

と
同

一
の

も
の

と
す

る
こ

と
。

３
．

起
点

及
び

終
点

は
停

留
所

名
を

も
っ

て
記

載
し

、
主

な
経

由
地

は
他

の
運

行
系

統
と

区
別

で
き

る
停

留
所

名
を

も
っ

て
記

載
し

、
キ

ロ
程

は
小

数
点

以
下

第
１

位
ま

で
記

載
す

る
こ

と
。

４
．

運
行

回
数

は
、

補
助

対
象

期
間

に
お

け
る

１
日

の
平

均
を

小
数

点
第

１
位

（
第

２
位

以
下

切
り

捨
て

）
ま

で
算

出
し

て
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

１
往

復
を

運
行

回
数

１
回

と
し

、
循

環
系

統
の

場
合

は
、

１
循

環
で

運
行

回
数

１
回

と
す

る
。

５
．

１
人

平
均

乗
車

キ
ロ

は
、

運
行

系
統

ご
と

に
実

態
調

査
に

基
づ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。
６

．
輸

送
人

キ
ロ

は
、

輸
送

人
員

×
１

人
平

均
乗

車
キ

ロ
に

よ
り

算
出

す
る

こ
と

。
７

．
運

送
収

入
は

、
当

該
運

行
系

統
の

補
助

対
象

期
間

の
運

送
収

入
に

つ
い

て
、

原
則

と
し

て
年

１
回

以
上

実
態

調
査

を
実

施
し

、
そ

の
結

果
に

よ
り

算
出

す
る

こ
と

。
ま

た
、

実
態

調
査

日
に

つ
い

て
も

記
載

す
る

こ
と

。
８

．
実

車
走

行
キ

ロ
は

、
小

数
点

第
１

位
（
第

２
位

以
下

切
り

捨
て

）
ま

で
算

出
し

て
記

載
す

る
こ

と
。

９
. 
１

系
統

当
た

り
経

常
費

用
は

、
補

助
対

象
事

業
者

の
実

車
走

行
キ

ロ
当

た
り

経
常

費
用

に
当

該
系

統
の

実
車

走
行

キ
ロ

を
乗

じ
た

も
の

と
す

る
。

1
0
．

平
均

賃
率

は
、

停
留

所
相

互
間

総
運

賃
額

÷
停

留
所

相
互

間
総

キ
ロ

に
よ

り
銭

単
位

ま
で

算
出

す
る

こ
と

（
銭

未
満

切
捨

て
）
。

た
だ

し
、

補
助

対
象

期
間

中
に

運
賃

改
定

が
あ

っ
た

場
合

の
当

該
運

行
系

統
の

平
均

賃
率

は
、

表
中

の
計

算
式

に
よ

り
算

出
す

る
こ

と
。

　
　

 な
お

、
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

ス
ト

ラ
イ

キ
、

積
雪

等
の

理
由

に
よ

り
バ

ス
が

運
行

さ
れ

な
か

っ
た

日
は

適
用

日
数

か
ら

除
く
も

の
と

す
る

。
1
1
．

平
均

乗
車

密
度

は
(B

)÷
(C

)÷
(F

)と
連

算
し

、
そ

の
値

に
つ

い
て

、
小

数
点

第
１

位
（
第

２
位

以
下

切
り

捨
て

）
ま

で
算

出
す

る
こ

と
。

1
2
. 
備

考
欄

に
は

、
補

助
対

象
期

間
中

に
運

行
回

数
の

変
更

が
あ

っ
た

場
合

、
ス

ト
ラ

イ
キ

、
積

雪
等

の
理

由
に

よ
り

バ
ス

が
運

行
さ

れ
な

か
っ

た
期

間
が

あ
っ

た
場

合
又

は
運

賃
改

定
が

あ
っ

た
場

合
等

特
記

す
べ

き
事

項
に

つ
い

て
、

変
更

年
月

日
又

は
期

間
　

　
 及

び
そ

の
内

容
を

記
載

す
る

こ
と

。
1
3
. 
各

運
行

系
統

の
キ

ロ
程

、
輸

送
人

員
、

輸
送

人
キ

ロ
、

運
送

収
入

、
実

車
走

行
キ

ロ
、

運
送

雑
収

及
び

営
業

外
収

益
の

合
計

欄
に

つ
い

て
は

必
ず

記
載

す
る

こ
と

。
1
4
. 
市

町
村

に
よ

る
回

数
券

購
入

等
の

有
無

は
、

運
送

収
入

に
含

ま
れ

る
も

の
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。

様
式

第
１

－
５

　
（
日

本
産

業
規

格
Ａ

列
4
番

）

（
担

当
部

門
の

名
称

）
 （

責
任

者
役

職
・
氏

名
）

管
理

部
　

企
画

課
　

取
締

役
管

理
部

長
　

　
　

　
　

　
栗

山
　

準
一

  
（
担

当
部

門
の

名
称

）
 （

責
任

者
役

職
・
氏

名
）

管
理

部
　

企
画

課
　

取
締

役
管

理
部

長
　

　
　

　
　

　
栗

山
　

準
一

 

運
行

系
統

別
輸

送
実

績
及

び
平

均
乗

車
密

度
算

定
表

（
令

和
７

年
度

）
輸

送
実

績
デ

ー
タ

に
基

づ
き

計
上

運
行

系
統

年
間

輸
送

実
績

経
常

収
益

平
均

乗
車

密
度

算
定

運
賃

改
定

前
　

適
用

　
運

賃
改

定
後

　
適

用
　

の
平

均
賃

率
×

日
数

×
の

平
均

賃
率

×
日

数

総
　

適
　

用
　

日
　

数

5
4
.0

8
3
6
5

3
6
5

（
5
9
.2

0
×

3
6
5
）

（
5
8
.6

4
×

3
6
5
）

7
3
0

（
4
3
.3

6
×

3
6
5
）

（
4
3
.1

3
×

3
6
5
）

7
3
0

［
記

載
要

領
］

事
業

者
名

京
阪

京
都

交
通

株
式

会
社

運
行

計
画

担
当

部
門

補
助

金
担

当
部

門
実

績

平
均

乗
　

　
　

車
密

度
市

町
村

に
よ

る
回

数
券

購
入

等
の

有
無

起
　

点
終

　
点

1
八

田
線

1
J
R

亀
岡

駅
南

口
奥

条
・
大

谷
J
R

園
部

駅
西

口
2
8
.0

9
.2

8
6
,4

5
6

7
.2

6
2
2
,4

8
3
.2

3
3
,5

0
2
,7

8
0

1
8
9
,2

9
2
.0

7
0
2
,2

7
3

8
4
6
,1

3
5

3
5
,0

5
1
,1

8
8

9
2
,7

8
1
,4

7
3

5
4
.0

8
3
.2

2
9
.4

無

2
神

吉
線

1
J
R

八
木

駅
西

所
神

吉
口

1
2
.3

4
.2

2
1
,3

0
9

7
.1

1
5
1
,2

9
3
.9

8
,9

3
2
,1

0
5

3
8
,4

2
4
.9

1
4
2
,5

5
6

1
7
1
,7

5
9

9
,2

4
6
,4

2
0

1
8
,8

3
3
,9

6
4

5
8
.9

2
3
.9

1
6
.3

有

3
原

・
神

吉
線

1
J
R

八
木

駅
神

吉
上

原
1
7
.8

2
.9

2
6
,9

7
2

7
.6

2
0
4
,9

8
7
.2

8
,8

5
8
,5

1
0

3
8
,7

1
4
.7

1
4
3
,6

3
2

1
7
3
,0

5
5

9
,1

7
5
,1

9
7

1
8
,9

7
6
,0

1
0

4
3
.2

4
5
.2

1
5
.0

有



表
６
　
車
両
の
取
得
計
画
の
概
要

都
道
府
県

（
市
区
町
村
）
バ
ス
事
業
者
等
名

補
助
対
象
車
両
数

車
両
減
価
償
却
費
等
に
要
す
る
国
庫
補
助
額
（
千
円
）

京
都
府

（
南
丹
市
）

京
阪
京
都
交
通
株
式
会
社

７
（
新
規
１
両
、
継
続
６
両
）

6
,7
5
0

Ｒ
９



表
６
　
車
両
の
取
得
計
画
の
概
要

都
道
府
県

（
市
区
町
村
）
バ
ス
事
業
者
等
名

補
助
対
象
車
両
数

車
両
減
価
償
却
費
等
に
要
す
る
国
庫
補
助
額
（
千
円
）

京
都
府

（
南
丹
市
）

京
阪
京
都
交
通
株
式
会
社

７
（
新
規
３
両
、
継
続
４
両
）

6
,0
0
0

Ｒ
１
０



表
６
　
車
両
の
取
得
計
画
の
概
要

都
道
府
県

（
市
区
町
村
）
バ
ス
事
業
者
等
名

補
助
対
象
車
両
数

車
両
減
価
償
却
費
等
に
要
す
る
国
庫
補
助
額
（
千
円
）

京
都
府

（
南
丹
市
）

京
阪
京
都
交
通
株
式
会
社

６
（
新
規
２
両
、
継
続
４
両
）

8
,2
5
0

Ｒ
１
１



表
７

　
車

両
の

取
得

を
行

う
事

業
者

１
．

車
両

取
得

の
概

要

初
年

度
（
令

和
9

年
度

）

　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

【
購

入
車

両
減

価
償

却
費

】
○

事
業

者
の

減
価

償
却

方
法

（
定

率
法

o
r定

額
法

）

【
車

両
購

入
金

融
費

用
】

○
事

業
者

の
返

済
方

法
（
元

利
均

等
o
r元

金
均

等
）

【
所

要
経

費
】

【
負

担
者

と
そ

の
負

担
割

合
 】 1

円
％

円
％

円
％

円
％

2
円

％
円

％
円

％
円

％

3
円

％
円

％
円

％
円

％

円
％

円
％

円
％

円
％

事
業

者
名

　
京

阪
京

都
交

通
株

式
会

社

実
費

購
入

予
定

費
（
円

）
＊

消
費

税
を

除
く

ｲ
ﾛ

ﾊ
ｲ
＋

ﾛ
＋

ﾊ
＝

ﾆ
ﾆ
-
1
円

=
ﾎ

ﾍ
ﾁ

ﾄ＋
ﾁ
＝

ﾇ
ﾙ

ｦ
ﾜ

ｶ
×

1
/
2
=
ﾖ

ﾍ
-
ｶ
=
ﾀ

ﾍ
の

額
以

内
ﾚ

ｿ
ﾂ

ﾂ
×

1
/
2
=
ﾈ

負
担

者
と

そ
の

負
担

割
合

都
道

府
県

市
区

町
村

そ
の

他
の

者
事

業
者

自
己

負
担

ｶ
＋

ﾂ
ﾖ
＋

ﾈ
負

担
額

負
担

割
合

負
担

額
負

担
割

合
負

担
額

負
担

割
合

負
担

額
負

担
割

合

1
,1

2
5
,0

0
0

5
0
.0

0
5
0
.0

0
5
0
.0

合
計

1
,1

2
5
,0

0
0

5
0
.0

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
確

保
維

持
路

線
名

称
又

は
区

間
確

保
維

持
費

国
庫

補
助

金
申

請
番

号
車

両
の

種
別

乗
車

定
員

（
人

）
車

両
の

長
さ

(m
)

購
入

等
予

定
年

月
購

入
等

の
種

別
（
現

金
、

割
賦

、
リ

ー
ス

）

京
阪

神
・
北

近
畿

第
1
号

（
9
-
1
）

八
田

線
１

第
１

号
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
ス

ロ
ー

プ
付

き
標

準
仕

様
7
7

1
0
.4

R
9
.1

リ
ー

ス

定
額

法

申
請

番
号

実
費

購
入

予
定

費
合

計
額

か
ら

備
忘

価
格

を
控

除
し

た
額

（
円

）

ﾎ
と

限
度

額
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
円

）

普
通

償
却

限
度

額
（
円

）
特

別
償

却
額

（
円

）
償

却
限

度
額

（
円

）
事

業
者

償
却

額
（
円

）
ﾇ
と

ﾙ
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
円

）
償

却
期

間
（
月

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

＊
残

存
価

格
（
円

）
車

両
価

格
附

属
品

価
格

改
造

費
合

計
（
定

率
法

）
ﾍ
×

0
.4

＝
ﾄ

（
定

額
法

）
ﾍ
×

0
.2

＝
ﾄ

ｦ
×

ﾜ
÷

１
２

（
月

）
=
ｶ

第
1
号

（
9
-
1
）

1
4
,8

5
5
,6

2
6

9
0
8
,5

0
1

0
1
5
,7

6
4
,1

2
7

1
5
,7

6
4
,1

2
6

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,1

5
2
,8

2
5

3
,0

0
0
,0

0
0

9
2
,2

5
0
,0

0
0

円
1
,1

2
5

1
2
,7

5
0
,0

0
0

計
1
5
,7

6
4
,1

2
7

1
5
,7

6
4
,1

2
6

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,1

5
2
,8

2
5

3
,0

0
0
,0

0
0

2
,2

5
0

千
円

1
,1

2
5

1
2
,7

5
0
,0

0
0

申
請

番
号

金
融

費
用

補
助

対
象

額
（
円

）
償

還
期

間
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
月

）

借
入

利
率

（
％

）
年

利
　

　
ﾚ
と

2
.5

％
の

う
ち

低
い

方
の

率
（
％

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

計
千

円
0

補
助

対
象

経
費

（
千

円
）

計
画

額
（
千

円
）

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
「
そ

の
他

の
者

」
の

具
体

的
概

要

2
,2

5
0

1
,1

2
5

京
阪

神
・
北

近
畿



２
年

目
以

降
（
令

和
9

年
度

）

【
購

入
車

両
減

価
償

却
費

】

○
事

業
者

の
減

価
償

却
方

法
（
定

率
法

o
r定

額
法

）
※

法
令

で
認

め
ら

れ
た

場
合

を
除

き
、

年
度

間
で

の
変

更
不

可

当
該

年
度

初
年

度

初
年

度
ﾍ
の

額
＝

ﾅ
ｳ

ﾑ
＋

ｳ
＝

ﾉ
ｵ

ｸ
ﾔ

ﾏ
×

1
/
2
=
ｹ

ﾗ
-
ﾏ
=
ﾌ

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
確

保
維

持
路

線
名

称
又

は
区

間
確

保
維

持
費

国
庫

補
助

金
申

請
番

号

京
阪

神
・
北

近
畿

第
1
号

（
4
-
1
）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
4

京
阪

神
・
北

近
畿

第
2
号

（
4
-
2
）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
4

京
阪

神
・
北

近
畿

第
3
号

（
4
-
3
）

八
田

線
１

第
１

号
R

4

京
阪

神
・
北

近
畿

第
4
号

（
5
-
1
）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
5

京
阪

神
・
北

近
畿

第
5
号

（
5
-
2
）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
5

京
阪

神
・
北

近
畿

第
6
号

（
5
-
3
）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
5

定
額

法

申
請

番
号

補
助

対
象

限
度

額
（
円

）
残

存
価

額
（
円

）
普

通
償

却
限

度
額

（
円

）
特

別
償

却
額

（
円

）
償

却
限

度
額

（
円

）
事

業
者

償
却

額
（
円

）
ﾉ
と

ｵ
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
円

）
償

却
期

間
（
月

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

＊
残

存
価

格
（
円

）
前

年
度

ﾌ
（
2
年

目
の

み
ﾀ
）
の

額
＝

ﾗ

（
定

率
法

）
ﾗ
×

(0
.5

o
r0

.4
)＝

ﾑ
（
定

額
法

）
ﾅ

×
0
.2

＝
ﾑ

ｸ
×

ﾔ
÷

１
２

（
月

）
=
ﾏ

（
最

終
年

度
）
ｸ
＝

ﾏ

第
1
号

（
4
-
1
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

0
7
5
0
,0

0
0

8
0
2
,6

4
6

7
5
0
,0

0
0

3
7
5
0
,0

0
0

円
3
7
5
.0

千
円

0

第
2
号

（
4
-
2
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

0
7
5
0
,0

0
0

8
0
2
,6

4
6

7
5
0
,0

0
0

3
7
5
0
,0

0
0

円
3
7
5
.0

千
円

0

第
3
号

（
4
-
3
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

0
7
5
0
,0

0
0

7
8
5
,4

2
3

7
5
0
,0

0
0

3
7
5
0
,0

0
0

円
3
7
5
.0

千
円

0

第
4
号

（
5
-
1
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,7

5
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

1
2

3
,0

0
0
,0

0
0

円
1
,5

0
0
.0

千
円

7
5
0
,0

0
0

第
5
号

（
5
-
2
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,7

5
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

1
2

3
,0

0
0
,0

0
0

円
1
,5

0
0
.0

千
円

7
5
0
,0

0
0

第
6
号

（
5
-
3
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,7

5
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

1
2

3
,0

0
0
,0

0
0

円
1
,5

0
0
.0

千
円

7
5
0
,0

0
0

計
9
0
,0

0
0
,0

0
0

1
3
,5

0
0
,0

0
0

1
1
,2

5
0
,0

0
0

0
1
1
,2

5
0
,0

0
0

1
2
,0

2
2
,4

3
4

1
1
,2

5
0
,0

0
0

1
1
,2

5
0

千
円

5
,6

2
5

千
円

2
,2

5
0
,0

0
0



【
車

両
購

入
金

融
費

用
】

○
事

業
者

の
返

済
方

法
（
元

利
均

等
o
r元

金
均

等
）

【
所

要
経

費
】

1
円

％
円

％
円

％
円

％

2
円

％
円

％
円

％
円

％

3
円

％
円

％
円

％
円

％

4
円

％
円

％
円

％
円

％

5
円

％
円

％
円

％
円

％

6
円

％
円

％
円

％
円

％

円
％

円
％

円
％

円
％

円
円

(1
) 

記
載

要
領

 　
(2

) 
添

付
書

類

ﾅ
の

額
以

内
＝

ｺ
ｴ

ﾃ
ｱ

ｱ
×

1
/
2
=
ｻ

負
担

者
と

そ
の

負
担

割
合

都
道

府
県

市
区

町
村

そ
の

他
の

者
事

業
者

自
己

負
担

負
担

額
負

担
割

合
負

担
額

負
担

割
合

負
担

額
負

担
割

合
負

担
額

負
担

割
合

ﾏ
＋

ｱ
ｹ

＋
ｻ

3
7
5
,0

0
0

5
0
.0

3
7
5
,0

0
0

5
0
.0

3
7
5
,0

0
0

5
0
.0

1
,5

0
0
,0

0
0

5
0
.0

1
,5

0
0
,0

0
0

5
0
.0

1
,5

0
0
,0

0
0

5
0
.0

合
計

5
,6

2
5
,0

0
0

5
0
.0

【
所

要
経

費
（
R

９
年

度
別

合
計

）
】

1
3
,5

0
0
,0

0
0

6
,7

5
0
,0

0
0

 　
1
.申

請
の

概
要

は
、

事
業

者
ご

と
、

補
助

申
請

車
両

１
両

ご
と

に
申

請
番

号
を

か
え

て
記

載
す

る
こ

と
。

ま
た

、
２

年
目

以
降

も
当

該
車

両
に

つ
い

て
補

助
申

請
を

行
う

場
合

は
、

初
年

度
以

降
の

申
請

の
概

要
を

転
記

又
は

添
付

の
上

申
請

す
る

こ
と

。
 　

2
.「

確
保

維
持

費
国

庫
補

助
金

申
請

番
号

」
の

欄
に

は
、

補
助

申
請

車
両

の
配

車
予

定
の

運
行

系
統

に
係

る
確

保
維

持
費

補
助

金
の

申
請

番
号

を
記

載
す

る
こ

と
。

 　
3
.「

車
両

の
種

別
」
の

欄
は

、
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
型

ス
ロ

ー
プ

も
し

く
は

リ
フ

ト
付

き
車

両
（
標

準
仕

様
又

は
そ

れ
以

外
の

車
両

）
、

ワ
ン

ス
テ

ッ
プ

型
ス

ロ
ー

プ
も

し
く
は

リ
フ

ト
付

き
車

両
、

小
型

車
両

、
都

市
間

連
絡

用
車

両
の

別
が

わ
か

る
よ

う
に

記
載

す
る

こ
と

。
 　

4
.「

乗
車

定
員

」
の

欄
に

は
、

座
席

数
（
運

転
席

を
含

む
）
に

立
席

数
を

加
え

た
数

を
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
立

席
は

座
席

を
除

い
た

面
積

を
１

人
当

り
の

専
有

面
積

0
.1

4
平

方
メ

ー
ト

ル
で

除
し

た
数

と
す

る
（
道

路
運

送
車

両
の

保
安

基
準

第
2
4
条

、
第

5
3
条

）
。

　
 5

.「
車

両
の

長
さ

」
の

欄
は

、
小

数
点

第
１

位
（
第

２
位

以
下

切
捨

て
）
ま

で
記

載
す

る
こ

と
。

  
 6

.「
実

費
購

入
予

定
費

」
の

欄
は

、
車

両
価

格
、

附
属

品
価

格
、

改
造

費
そ

れ
ぞ

れ
を

確
認

で
き

る
資

料
を

提
出

し
た

う
え

で
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
２

年
目

以
降

の
車

両
に

つ
い

て
は

、
売

買
契

約
書

等
に

よ
り

確
認

す
る

こ
と

と
す

る
。

  
 7

.【
車

両
購

入
金

融
費

用
】
の

「
補

助
対

象
経

費
」
の

借
入

利
率

は
、

実
借

入
利

率
で

算
出

し
た

額
を

計
上

す
る

こ
と

。
（
補

助
上

限
：
年

2
.5

%
）

  
 8

.【
車

両
購

入
金

融
費

用
】
は

、
売

買
契

約
書

等
に

よ
る

ほ
か

、
償

還
期

間
に

係
る

償
還

表
を

提
出

す
る

こ
と

。
な

お
、

初
年

度
に

つ
い

て
は

見
積

書
等

の
提

出
で

足
り

る
こ

と
と

す
る

。
　

 9
.「

計
画

額
」
の

欄
は

、
車

両
ご

と
に

百
円

単
位

（
0
.1

～
0
.9

千
円

）
ま

で
記

載
す

る
こ

と
と

し
、

合
計

の
千

円
未

満
の

端
数

は
切

り
捨

て
る

こ
と

。
  

1
0
. 
リ

ー
ス

車
両

に
つ

い
て

も
当

該
記

載
要

領
を

準
用

し
、

リ
ー

ス
契

約
書

・
見

積
書

に
よ

る
他

、
車

両
等

価
格

及
び

金
融

費
用

相
当

額
が

確
認

で
き

る
資

料
を

提
出

し
た

う
え

で
記

載
す

る
こ

と
。

　
1
1
.【

普
通

償
却

限
度

額
】
の

ト
欄

は
、

平
成

２
４

年
４

月
１

日
以

降
に

取
得

さ
れ

た
減

価
償

却
資

産
で

、
定

率
法

に
よ

り
償

却
さ

れ
る

事
業

者
に

つ
い

て
は

、
０

．
４

（
定

率
法

）
の

償
却

率
を

適
用

す
る

こ
と

。
　

1
2
.普

通
償

却
限

度
額

（
ム

欄
）
は

、
補

助
対

象
限

度
額

（
ナ

欄
）
に

保
証

率
を

乗
じ

た
償

却
額

と
の

比
較

に
よ

り
下

回
る

場
合

、
残

存
価

格
（
ラ

欄
）
に

改
定

償
却

率
を

乗
じ

た
償

却
額

を
普

通
償

却
限

度
額

（
ム

欄
）
と

す
る

。
な

お
、

改
定

償
却

率
を

乗
じ

た
償

却
額

を
普

通
償

却
限

度
額

と
し

た
場

合
、

次
年

度
に

お
い

て
償

却
を

行
う

必
要

が
あ

る
場

合
は

、
普

通
償

却
限

度
額

（
ム

欄
）
は

計
算

式
に

よ
ら

ず
に

前
年

度
と

同
額

と
す

る
。

※
 平

成
２

４
年

４
月

１
日

以
後

に
取

得
し

た
車

両
：
保

証
率

0
.1

0
8
0
0
　

改
定

償
却

率
：
0
.5

0
0

　
　

1
.補

助
対

象
購

入
車

両
減

価
償

却
費

及
び

当
該

購
入

に
係

る
金

融
費

用
の

根
拠

と
な

る
証

拠
書

類
　

　
2
.標

準
仕

様
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
バ

ス
を

購
入

す
る

場
合

に
は

、
認

定
書

の
写

し
　

　
3
.低

床
型

車
両

の
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
型

で
、

標
準

仕
様

以
外

の
車

両
に

つ
い

て
補

助
を

受
け

よ
う

と
す

る
場

合
に

は
、

そ
の

理
由

を
記

載
し

た
書

類
　

　
4
.移

動
円

滑
化

の
た

め
に

必
要

な
旅

客
施

設
又

は
車

両
等

の
構

造
及

び
設

備
に

関
す

る
基

準
を

定
め

る
省

令
第

４
３

条
に

基
づ

く
適

用
除

外
車

両
の

認
定

を
受

け
る

予
定

の
車

両
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
旨

を
記

載
し

た
自

認
書

類
（
２

年
目

以
降

の
車

両
に

あ
っ

て
は

、
認

定
書

の
写

し
）

　
　

5
.補

助
対

象
事

業
者

ご
と

の
、

車
両

購
入

後
の

乗
合

バ
ス

事
業

用
車

両
の

状
況

見
込

（
車

両
数

、
平

均
車

令
）

　
　

6
.過

去
に

生
活

交
通

確
保

維
持

改
善

計
画

の
認

定
申

請
又

は
補

助
金

交
付

申
請

の
添

付
書

類
と

し
て

既
に

提
出

し
て

い
る

場
合

は
、

当
該

書
類

の
添

付
を

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

申
請

番
号

金
融

費
用

補
助

対
象

額
（
円

）
償

還
期

間
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
月

）

今
年

度
償

還
回

数
借

入
利

率
（
％

）
年

利
　

　
ｴ
と

2
.5

％
の

う
ち

低
い

方
の

率
（
％

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

（
自

）
（
至

）

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

計
千

円
0
.0

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
補

助
対

象
経

費
（
千

円
）

計
画

額
（
千

円
）

「
そ

の
他

の
者

」
の

具
体

的
概

要

京
阪

神
・
北

近
畿

1
1
,2

5
0

5
,6

2
5



表
７

　
車

両
の

取
得

を
行

う
事

業
者

１
．

車
両

取
得

の
概

要

初
年

度
（
令

和
1
0

年
度

）

　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

【
購

入
車

両
減

価
償

却
費

】
○

事
業

者
の

減
価

償
却

方
法

（
定

率
法

o
r定

額
法

）

【
車

両
購

入
金

融
費

用
】

○
事

業
者

の
返

済
方

法
（
元

利
均

等
o
r元

金
均

等
）

【
所

要
経

費
】

【
負

担
者

と
そ

の
負

担
割

合
 】 1

円
％

円
％

円
％

円
％

2
円

％
円

％
円

％
円

％

3
円

％
円

％
円

％
円

％

円
％

円
％

円
％

円
％

事
業

者
名

　
京

阪
京

都
交

通
株

式
会

社

実
費

購
入

予
定

費
（
円

）
＊

消
費

税
を

除
く

ｲ
ﾛ

ﾊ
ｲ
＋

ﾛ
＋

ﾊ
＝

ﾆ
ﾆ
-
1
円

=
ﾎ

ﾍ
ﾁ

ﾄ＋
ﾁ
＝

ﾇ
ﾙ

ｦ
ﾜ

ｶ
×

1
/
2
=
ﾖ

ﾍ
-
ｶ
=
ﾀ

ﾍ
の

額
以

内
ﾚ

ｿ
ﾂ

ﾂ
×

1
/
2
=
ﾈ

負
担

者
と

そ
の

負
担

割
合

都
道

府
県

市
区

町
村

そ
の

他
の

者
事

業
者

自
己

負
担

ｶ
＋

ﾂ
ﾖ
＋

ﾈ
負

担
額

負
担

割
合

負
担

額
負

担
割

合
負

担
額

負
担

割
合

負
担

額
負

担
割

合

1
,1

2
5
,0

0
0

5
0
.0

1
,1

2
5
,0

0
0

5
0
.0

1
,1

2
5
,0

0
0

5
0
.0

合
計

3
,3

7
5
,0

0
0

5
0
.0

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
確

保
維

持
路

線
名

称
又

は
区

間
確

保
維

持
費

国
庫

補
助

金
申

請
番

号
車

両
の

種
別

乗
車

定
員

（
人

）
車

両
の

長
さ

(m
)

購
入

等
予

定
年

月
購

入
等

の
種

別
（
現

金
、

割
賦

、
リ

ー
ス

）

京
阪

神
・
北

近
畿

第
1
号

（
10

-
1）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

ノ
ン

ス
テ

ッ
プ

ス
ロ

ー
プ

付
き

標
準

仕
様

5
7

9
.0

R
1
0
.1

リ
ー

ス

京
阪

神
・
北

近
畿

第
2
号

（
10

-
2）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

ノ
ン

ス
テ

ッ
プ

ス
ロ

ー
プ

付
き

標
準

仕
様

5
7

9
.0

R
1
0
.1

リ
ー

ス

京
阪

神
・
北

近
畿

第
3
号

（
10

-
3）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

ノ
ン

ス
テ

ッ
プ

ス
ロ

ー
プ

付
き

標
準

仕
様

5
7

9
.0

R
1
0
.1

リ
ー

ス

定
額

法

申
請

番
号

実
費

購
入

予
定

費
合

計
額

か
ら

備
忘

価
格

を
控

除
し

た
額

（
円

）

ﾎ
と

限
度

額
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
円

）

普
通

償
却

限
度

額
（
円

）
特

別
償

却
額

（
円

）
償

却
限

度
額

（
円

）
事

業
者

償
却

額
（
円

）
ﾇ
と

ﾙ
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
円

）
償

却
期

間
（
月

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

＊
残

存
価

格
（
円

）
車

両
価

格
附

属
品

価
格

改
造

費
合

計
（
定

率
法

）
ﾍ
×

0
.4

＝
ﾄ

（
定

額
法

）
ﾍ
×

0
.2

＝
ﾄ

ｦ
×

ﾜ
÷

１
２

（
月

）
=
ｶ

第
1
号

（
1
0
-
1
）

1
5
,0

7
0
,5

0
0

9
8
2
,3

6
8

0
1
6
,0

5
2
,8

6
8

1
6
,0

5
2
,8

6
7

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

9
2
,2

5
0
,0

0
0

円
1
,1

2
5

1
2
,7

5
0
,0

0
0

第
2
号

（
1
0
-
2
）

1
5
,0

7
0
,5

0
0

9
8
2
,3

6
8

0
1
6
,0

5
2
,8

6
8

1
6
,0

5
2
,8

6
7

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

9
2
,2

5
0
,0

0
0

円
1
,1

2
5

1
2
,7

5
0
,0

0
0

第
3
号

（
1
0
-
3
）

1
5
,0

7
0
,5

0
0

9
8
2
,3

6
8

0
1
6
,0

5
2
,8

6
8

1
6
,0

5
2
,8

6
7

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

9
2
,2

5
0
,0

0
0

円
1
,1

2
5

1
2
,7

5
0
,0

0
0

計
4
8
,1

5
8
,6

0
4

4
8
,1

5
8
,6

0
1

4
5
,0

0
0
,0

0
0

9
,0

0
0
,0

0
0

0
9
,0

0
0
,0

0
0

9
,6

3
1
,7

1
9

9
,0

0
0
,0

0
0

6
,7

5
0

千
円

3
,3

7
5

3
8
,2

5
0
,0

0
0

申
請

番
号

金
融

費
用

補
助

対
象

額
（
円

）
償

還
期

間
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
月

）

借
入

利
率

（
％

）
年

利
　

　
ﾚ
と

2
.5

％
の

う
ち

低
い

方
の

率
（
％

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

計
千

円
0

補
助

対
象

経
費

（
千

円
）

計
画

額
（
千

円
）

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
「
そ

の
他

の
者

」
の

具
体

的
概

要

6
,7

5
0

3
,3

7
5

京
阪

神
・
北

近
畿



２
年

目
以

降
（
令

和
1
0

年
度

）

【
購

入
車

両
減

価
償

却
費

】

○
事

業
者

の
減

価
償

却
方

法
（
定

率
法

o
r定

額
法

）
※

法
令

で
認

め
ら

れ
た

場
合

を
除

き
、

年
度

間
で

の
変

更
不

可

当
該

年
度

初
年

度

初
年

度
ﾍ
の

額
＝

ﾅ
ｳ

ﾑ
＋

ｳ
＝

ﾉ
ｵ

ｸ
ﾔ

ﾏ
×

1
/
2
=
ｹ

ﾗ
-
ﾏ
=
ﾌ

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
確

保
維

持
路

線
名

称
又

は
区

間
確

保
維

持
費

国
庫

補
助

金
申

請
番

号

京
阪

神
・
北

近
畿

第
1
号

（
5
-
1
）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
5

京
阪

神
・
北

近
畿

第
2
号

（
5
-
2
）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
5

京
阪

神
・
北

近
畿

第
3
号

（
5
-
3
）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
5

京
阪

神
・
北

近
畿

第
4
号

（
9
-
1
）

八
田

線
１

第
１

号
R

9

定
額

法

申
請

番
号

補
助

対
象

限
度

額
（
円

）
残

存
価

額
（
円

）
普

通
償

却
限

度
額

（
円

）
特

別
償

却
額

（
円

）
償

却
限

度
額

（
円

）
事

業
者

償
却

額
（
円

）
ﾉ
と

ｵ
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
円

）
償

却
期

間
（
月

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

＊
残

存
価

格
（
円

）
前

年
度

ﾌ
（
2
年

目
の

み
ﾀ
）
の

額
＝

ﾗ

（
定

率
法

）
ﾗ
×

(0
.5

o
r0

.4
)＝

ﾑ
（
定

額
法

）
ﾅ

×
0
.2

＝
ﾑ

ｸ
×

ﾔ
÷

１
２

（
月

）
=
ﾏ

（
最

終
年

度
）
ｸ
＝

ﾏ

第
1
号

（
5
-
1
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

0
7
5
0
,0

0
0

8
0
2
,6

4
6

7
5
0
,0

0
0

3
7
5
0
,0

0
0

円
3
7
5
.0

千
円

0

第
2
号

（
5
-
2
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

0
7
5
0
,0

0
0

8
0
2
,6

4
6

7
5
0
,0

0
0

3
7
5
0
,0

0
0

円
3
7
5
.0

千
円

0

第
3
号

（
5
-
3
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

7
5
0
,0

0
0

0
7
5
0
,0

0
0

8
0
2
,6

4
6

7
5
0
,0

0
0

3
7
5
0
,0

0
0

円
3
7
5
.0

千
円

0

第
4
号

（
9
-
1
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

1
2
,7

5
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,1

5
2
,8

2
5

3
,0

0
0
,0

0
0

1
2

3
,0

0
0
,0

0
0

円
1
,5

0
0
.0

千
円

9
,7

5
0
,0

0
0

0
0

0
0

0
0

円
0
.0

千
円

0

0
0

0
0

0
0

円
0
.0

千
円

0

計
6
0
,0

0
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0
,0

0
0

5
,2

5
0
,0

0
0

0
5
,2

5
0
,0

0
0

5
,5

6
0
,7

6
3

5
,2

5
0
,0

0
0

5
,2

5
0

千
円

2
,6

2
5

千
円

9
,7

5
0
,0

0
0



【
車

両
購

入
金

融
費

用
】

○
事

業
者

の
返

済
方

法
（
元

利
均

等
o
r元

金
均

等
）

【
所

要
経

費
】

1
円

％
円

％
円

％
円

％

2
円

％
円

％
円

％
円

％

3
円

％
円

％
円

％
円

％

4
円

％
円

％
円

％
円

％

5
円

％
円

％
円

％
円

％

6
円

％
円

％
円

％
円

％

円
％

円
％

円
％

円
％

円
円

(1
) 

記
載

要
領

 　
(2

) 
添

付
書

類

ﾅ
の

額
以

内
＝

ｺ
ｴ

ﾃ
ｱ

ｱ
×

1
/
2
=
ｻ

負
担

者
と

そ
の

負
担

割
合

都
道

府
県

市
区

町
村

そ
の

他
の

者
事

業
者

自
己

負
担

負
担

額
負

担
割

合
負

担
額

負
担

割
合

負
担

額
負

担
割

合
負

担
額

負
担

割
合

ﾏ
＋

ｱ
ｹ

＋
ｻ

3
7
5
,0

0
0

5
0
.0

3
7
5
,0

0
0

5
0
.0

3
7
5
,0

0
0

5
0
.0

1
,5

0
0
,0

0
0

5
0
.0

0
5
0
.0

0
5
0
.0

合
計

2
,6

2
5
,0

0
0

5
0
.0

【
所

要
経

費
（
R

１
０

年
度

別
合

計
）
】

1
2
,0

0
0
,0

0
0

6
,0

0
0
,0

0
0

 　
1
.申

請
の

概
要

は
、

事
業

者
ご

と
、

補
助

申
請

車
両

１
両

ご
と

に
申

請
番

号
を

か
え

て
記

載
す

る
こ

と
。

ま
た

、
２

年
目

以
降

も
当

該
車

両
に

つ
い

て
補

助
申

請
を

行
う

場
合

は
、

初
年

度
以

降
の

申
請

の
概

要
を

転
記

又
は

添
付

の
上

申
請

す
る

こ
と

。
 　

2
.「

確
保

維
持

費
国

庫
補

助
金

申
請

番
号

」
の

欄
に

は
、

補
助

申
請

車
両

の
配

車
予

定
の

運
行

系
統

に
係

る
確

保
維

持
費

補
助

金
の

申
請

番
号

を
記

載
す

る
こ

と
。

 　
3
.「

車
両

の
種

別
」
の

欄
は

、
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
型

ス
ロ

ー
プ

も
し

く
は

リ
フ

ト
付

き
車

両
（
標

準
仕

様
又

は
そ

れ
以

外
の

車
両

）
、

ワ
ン

ス
テ

ッ
プ

型
ス

ロ
ー

プ
も

し
く
は

リ
フ

ト
付

き
車

両
、

小
型

車
両

、
都

市
間

連
絡

用
車

両
の

別
が

わ
か

る
よ

う
に

記
載

す
る

こ
と

。
 　

4
.「

乗
車

定
員

」
の

欄
に

は
、

座
席

数
（
運

転
席

を
含

む
）
に

立
席

数
を

加
え

た
数

を
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
立

席
は

座
席

を
除

い
た

面
積

を
１

人
当

り
の

専
有

面
積

0
.1

4
平

方
メ

ー
ト

ル
で

除
し

た
数

と
す

る
（
道

路
運

送
車

両
の

保
安

基
準

第
2
4
条

、
第

5
3
条

）
。

　
 5

.「
車

両
の

長
さ

」
の

欄
は

、
小

数
点

第
１

位
（
第

２
位

以
下

切
捨

て
）
ま

で
記

載
す

る
こ

と
。

  
 6

.「
実

費
購

入
予

定
費

」
の

欄
は

、
車

両
価

格
、

附
属

品
価

格
、

改
造

費
そ

れ
ぞ

れ
を

確
認

で
き

る
資

料
を

提
出

し
た

う
え

で
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
２

年
目

以
降

の
車

両
に

つ
い

て
は

、
売

買
契

約
書

等
に

よ
り

確
認

す
る

こ
と

と
す

る
。

  
 7

.【
車

両
購

入
金

融
費

用
】
の

「
補

助
対

象
経

費
」
の

借
入

利
率

は
、

実
借

入
利

率
で

算
出

し
た

額
を

計
上

す
る

こ
と

。
（
補

助
上

限
：
年

2
.5

%
）

  
 8

.【
車

両
購

入
金

融
費

用
】
は

、
売

買
契

約
書

等
に

よ
る

ほ
か

、
償

還
期

間
に

係
る

償
還

表
を

提
出

す
る

こ
と

。
な

お
、

初
年

度
に

つ
い

て
は

見
積

書
等

の
提

出
で

足
り

る
こ

と
と

す
る

。
　

 9
.「

計
画

額
」
の

欄
は

、
車

両
ご

と
に

百
円

単
位

（
0
.1

～
0
.9

千
円

）
ま

で
記

載
す

る
こ

と
と

し
、

合
計

の
千

円
未

満
の

端
数

は
切

り
捨

て
る

こ
と

。
  

1
0
. 
リ

ー
ス

車
両

に
つ

い
て

も
当

該
記

載
要

領
を

準
用

し
、

リ
ー

ス
契

約
書

・
見

積
書

に
よ

る
他

、
車

両
等

価
格

及
び

金
融

費
用

相
当

額
が

確
認

で
き

る
資

料
を

提
出

し
た

う
え

で
記

載
す

る
こ

と
。

　
1
1
.【

普
通

償
却

限
度

額
】
の

ト
欄

は
、

平
成

２
４

年
４

月
１

日
以

降
に

取
得

さ
れ

た
減

価
償

却
資

産
で

、
定

率
法

に
よ

り
償

却
さ

れ
る

事
業

者
に

つ
い

て
は

、
０

．
４

（
定

率
法

）
の

償
却

率
を

適
用

す
る

こ
と

。
　

1
2
.普

通
償

却
限

度
額

（
ム

欄
）
は

、
補

助
対

象
限

度
額

（
ナ

欄
）
に

保
証

率
を

乗
じ

た
償

却
額

と
の

比
較

に
よ

り
下

回
る

場
合

、
残

存
価

格
（
ラ

欄
）
に

改
定

償
却

率
を

乗
じ

た
償

却
額

を
普

通
償

却
限

度
額

（
ム

欄
）
と

す
る

。
な

お
、

改
定

償
却

率
を

乗
じ

た
償

却
額

を
普

通
償

却
限

度
額

と
し

た
場

合
、

次
年

度
に

お
い

て
償

却
を

行
う

必
要

が
あ

る
場

合
は

、
普

通
償

却
限

度
額

（
ム

欄
）
は

計
算

式
に

よ
ら

ず
に

前
年

度
と

同
額

と
す

る
。

※
 平

成
２

４
年

４
月

１
日

以
後

に
取

得
し

た
車

両
：
保

証
率

0
.1

0
8
0
0
　

改
定

償
却

率
：
0
.5

0
0

　
　

1
.補

助
対

象
購

入
車

両
減

価
償

却
費

及
び

当
該

購
入

に
係

る
金

融
費

用
の

根
拠

と
な

る
証

拠
書

類
　

　
2
.標

準
仕

様
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
バ

ス
を

購
入

す
る

場
合

に
は

、
認

定
書

の
写

し
　

　
3
.低

床
型

車
両

の
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
型

で
、

標
準

仕
様

以
外

の
車

両
に

つ
い

て
補

助
を

受
け

よ
う

と
す

る
場

合
に

は
、

そ
の

理
由

を
記

載
し

た
書

類
　

　
4
.移

動
円

滑
化

の
た

め
に

必
要

な
旅

客
施

設
又

は
車

両
等

の
構

造
及

び
設

備
に

関
す

る
基

準
を

定
め

る
省

令
第

４
３

条
に

基
づ

く
適

用
除

外
車

両
の

認
定

を
受

け
る

予
定

の
車

両
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
旨

を
記

載
し

た
自

認
書

類
（
２

年
目

以
降

の
車

両
に

あ
っ

て
は

、
認

定
書

の
写

し
）

　
　

5
.補

助
対

象
事

業
者

ご
と

の
、

車
両

購
入

後
の

乗
合

バ
ス

事
業

用
車

両
の

状
況

見
込

（
車

両
数

、
平

均
車

令
）

　
　

6
.過

去
に

生
活

交
通

確
保

維
持

改
善

計
画

の
認

定
申

請
又

は
補

助
金

交
付

申
請

の
添

付
書

類
と

し
て

既
に

提
出

し
て

い
る

場
合

は
、

当
該

書
類

の
添

付
を

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

申
請

番
号

金
融

費
用

補
助

対
象

額
（
円

）
償

還
期

間
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
月

）

今
年

度
償

還
回

数
借

入
利

率
（
％

）
年

利
　

　
ｴ
と

2
.5

％
の

う
ち

低
い

方
の

率
（
％

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

（
自

）
（
至

）

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

計
千

円
0
.0

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
補

助
対

象
経

費
（
千

円
）

計
画

額
（
千

円
）

「
そ

の
他

の
者

」
の

具
体

的
概

要

京
阪

神
・
北

近
畿

5
,2

5
0

2
,6

2
5



表
７

　
車

両
の

取
得

を
行

う
事

業
者

１
．

車
両

取
得

の
概

要

初
年

度
（
令

和
1
1

年
度

）

　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

【
購

入
車

両
減

価
償

却
費

】
○

事
業

者
の

減
価

償
却

方
法

（
定

率
法

o
r定

額
法

）

【
車

両
購

入
金

融
費

用
】

○
事

業
者

の
返

済
方

法
（
元

利
均

等
o
r元

金
均

等
）

【
所

要
経

費
】

【
負

担
者

と
そ

の
負

担
割

合
 】 1

円
％

円
％

円
％

円
％

2
円

％
円

％
円

％
円

％

3
円

％
円

％
円

％
円

％

円
％

円
％

円
％

円
％

事
業

者
名

　
京

阪
京

都
交

通
株

式
会

社

実
費

購
入

予
定

費
（
円

）
＊

消
費

税
を

除
く

ｲ
ﾛ

ﾊ
ｲ
＋

ﾛ
＋

ﾊ
＝

ﾆ
ﾆ
-
1
円

=
ﾎ

ﾍ
ﾁ

ﾄ＋
ﾁ
＝

ﾇ
ﾙ

ｦ
ﾜ

ｶ
×

1
/
2
=
ﾖ

ﾍ
-
ｶ
=
ﾀ

ﾍ
の

額
以

内
ﾚ

ｿ
ﾂ

ﾂ
×

1
/
2
=
ﾈ

負
担

者
と

そ
の

負
担

割
合

都
道

府
県

市
区

町
村

そ
の

他
の

者
事

業
者

自
己

負
担

ｶ
＋

ﾂ
ﾖ
＋

ﾈ
負

担
額

負
担

割
合

負
担

額
負

担
割

合
負

担
額

負
担

割
合

負
担

額
負

担
割

合

1
,1

2
5
,0

0
0

5
0
.0

0
5
0
.0

0
5
0
.0

合
計

1
,1

2
5
,0

0
0

5
0
.0

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
確

保
維

持
路

線
名

称
又

は
区

間
確

保
維

持
費

国
庫

補
助

金
申

請
番

号
車

両
の

種
別

乗
車

定
員

（
人

）
車

両
の

長
さ

(m
)

購
入

等
予

定
年

月
購

入
等

の
種

別
（
現

金
、

割
賦

、
リ

ー
ス

）

京
阪

神
・
北

近
畿

第
1
号

（
11

-
1）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

ノ
ン

ス
テ

ッ
プ

ス
ロ

ー
プ

付
き

標
準

仕
様

5
7

9
.0

R
1
1
.1

リ
ー

ス

京
阪

神
・
北

近
畿

第
2
号

（
11

-
2）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

ノ
ン

ス
テ

ッ
プ

ス
ロ

ー
プ

付
き

標
準

仕
様

5
7

9
.0

R
1
1
.1

リ
ー

ス

定
額

法

申
請

番
号

実
費

購
入

予
定

費
合

計
額

か
ら

備
忘

価
格

を
控

除
し

た
額

（
円

）

ﾎ
と

限
度

額
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
円

）

普
通

償
却

限
度

額
（
円

）
特

別
償

却
額

（
円

）
償

却
限

度
額

（
円

）
事

業
者

償
却

額
（
円

）
ﾇ
と

ﾙ
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
円

）
償

却
期

間
（
月

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

＊
残

存
価

格
（
円

）
車

両
価

格
附

属
品

価
格

改
造

費
合

計
（
定

率
法

）
ﾍ
×

0
.4

＝
ﾄ

（
定

額
法

）
ﾍ
×

0
.2

＝
ﾄ

ｦ
×

ﾜ
÷

１
２

（
月

）
=
ｶ

第
1
号

（
1
1
-
1
）

1
5
,0

7
0
,5

0
0

9
8
2
,3

6
8

0
1
6
,0

5
2
,8

6
8

1
6
,0

5
2
,8

6
7

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

9
2
,2

5
0
,0

0
0

円
1
,1

2
5

1
2
,7

5
0
,0

0
0

第
2
号

（
1
1
-
2
）

1
5
,0

7
0
,5

0
0

9
8
2
,3

6
8

0
1
6
,0

5
2
,8

6
8

1
6
,0

5
2
,8

6
7

1
5
,0

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

9
2
,2

5
0
,0

0
0

円
1
,1

2
5

1
2
,7

5
0
,0

0
0

0
円

0
0

計
4
,5

0
0

千
円

2
,2

5
0

2
5
,5

0
0
,0

0
0

申
請

番
号

金
融

費
用

補
助

対
象

額
（
円

）
償

還
期

間
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
月

）

借
入

利
率

（
％

）
年

利
　

　
ﾚ
と

2
.5

％
の

う
ち

低
い

方
の

率
（
％

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

計
千

円
0

補
助

対
象

経
費

（
千

円
）

計
画

額
（
千

円
）

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
「
そ

の
他

の
者

」
の

具
体

的
概

要

4
,5

0
0

2
,2

5
0

京
阪

神
・
北

近
畿



２
年

目
以

降
（
令

和
1
1

年
度

）

【
購

入
車

両
減

価
償

却
費

】

○
事

業
者

の
減

価
償

却
方

法
（
定

率
法

o
r定

額
法

）
※

法
令

で
認

め
ら

れ
た

場
合

を
除

き
、

年
度

間
で

の
変

更
不

可

当
該

年
度

初
年

度

初
年

度
ﾍ
の

額
＝

ﾅ
ｳ

ﾑ
＋

ｳ
＝

ﾉ
ｵ

ｸ
ﾔ

ﾏ
×

1
/
2
=
ｹ

ﾗ
-
ﾏ
=
ﾌ

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
確

保
維

持
路

線
名

称
又

は
区

間
確

保
維

持
費

国
庫

補
助

金
申

請
番

号

京
阪

神
・
北

近
畿

第
3
号

（
9
-
1
）

八
田

線
１

第
１

号
R

9

京
阪

神
・
北

近
畿

第
4
号

（
10

-
1）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
1
0

京
阪

神
・
北

近
畿

第
5
号

（
10

-
2）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
1
0

京
阪

神
・
北

近
畿

第
6
号

（
10

-
3）

八
田

線
１

、
神

吉
線

１
、

原
・神

吉
線

１
第

１
号

～
第

３
号

R
1
0

定
額

法

申
請

番
号

補
助

対
象

限
度

額
（
円

）
残

存
価

額
（
円

）
普

通
償

却
限

度
額

（
円

）
特

別
償

却
額

（
円

）
償

却
限

度
額

（
円

）
事

業
者

償
却

額
（
円

）
ﾉ
と

ｵ
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
円

）
償

却
期

間
（
月

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

＊
残

存
価

格
（
円

）
前

年
度

ﾌ
（
2
年

目
の

み
ﾀ
）
の

額
＝

ﾗ

（
定

率
法

）
ﾗ
×

(0
.5

o
r0

.4
)＝

ﾑ
（
定

額
法

）
ﾅ

×
0
.2

＝
ﾑ

ｸ
×

ﾔ
÷

１
２

（
月

）
=
ﾏ

（
最

終
年

度
）
ｸ
＝

ﾏ

第
3
号

（
9
-
1
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

9
,7

5
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,1

5
2
,8

2
5

3
,0

0
0
,0

0
0

1
2

3
,0

0
0
,0

0
0

円
1
,5

0
0
.0

千
円

6
,7

5
0
,0

0
0

第
4
号

（
1
0
-
1
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

1
2
,7

5
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

1
2

3
,0

0
0
,0

0
0

円
1
,5

0
0
.0

千
円

9
,7

5
0
,0

0
0

第
5
号

（
1
0
-
2
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

1
2
,7

5
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

1
2

3
,0

0
0
,0

0
0

円
1
,5

0
0
.0

千
円

9
,7

5
0
,0

0
0

第
6
号

（
1
0
-
3
）

1
5
,0

0
0
,0

0
0

1
2
,7

5
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
,2

1
0
,5

7
3

3
,0

0
0
,0

0
0

1
2

3
,0

0
0
,0

0
0

円
1
,5

0
0
.0

千
円

9
,7

5
0
,0

0
0

0
0

0
0

0
円

0
.0

千
円

0

0
0

0
0

0
円

0
.0

千
円

0

計
6
0
,0

0
0
,0

0
0

4
8
,0

0
0
,0

0
0

1
2
,0

0
0
,0

0
0

0
1
2
,0

0
0
,0

0
0

1
2
,7

8
4
,5

4
4

1
2
,0

0
0
,0

0
0

1
2
,0

0
0

千
円

6
,0

0
0

千
円

3
6
,0

0
0
,0

0
0



【
車

両
購

入
金

融
費

用
】

○
事

業
者

の
返

済
方

法
（
元

利
均

等
o
r元

金
均

等
）

【
所

要
経

費
】

1
円

％
円

％
円

％
円

％

2
円

％
円

％
円

％
円

％

3
円

％
円

％
円

％
円

％

4
円

％
円

％
円

％
円

％

5
円

％
円

％
円

％
円

％

6
円

％
円

％
円

％
円

％

円
％

円
％

円
％

円
％

円
円

(1
) 

記
載

要
領

 　
(2

) 
添

付
書

類

ﾅ
の

額
以

内
＝

ｺ
ｴ

ﾃ
ｱ

ｱ
×

1
/
2
=
ｻ

負
担

者
と

そ
の

負
担

割
合

都
道

府
県

市
区

町
村

そ
の

他
の

者
事

業
者

自
己

負
担

負
担

額
負

担
割

合
負

担
額

負
担

割
合

負
担

額
負

担
割

合
負

担
額

負
担

割
合

ﾏ
＋

ｱ
ｹ

＋
ｻ

1
,5

0
0
,0

0
0

5
0
.0

1
,5

0
0
,0

0
0

5
0
.0

1
,5

0
0
,0

0
0

5
0
.0

1
,5

0
0
,0

0
0

5
0
.0

0
5
0
.0

0
5
0
.0

合
計

6
,0

0
0
,0

0
0

5
0
.0

【
所

要
経

費
（
R

１
１

年
度

別
合

計
）
】

1
6
,5

0
0
,0

0
0

8
,2

5
0
,0

0
0

 　
1
.申

請
の

概
要

は
、

事
業

者
ご

と
、

補
助

申
請

車
両

１
両

ご
と

に
申

請
番

号
を

か
え

て
記

載
す

る
こ

と
。

ま
た

、
２

年
目

以
降

も
当

該
車

両
に

つ
い

て
補

助
申

請
を

行
う

場
合

は
、

初
年

度
以

降
の

申
請

の
概

要
を

転
記

又
は

添
付

の
上

申
請

す
る

こ
と

。
 　

2
.「

確
保

維
持

費
国

庫
補

助
金

申
請

番
号

」
の

欄
に

は
、

補
助

申
請

車
両

の
配

車
予

定
の

運
行

系
統

に
係

る
確

保
維

持
費

補
助

金
の

申
請

番
号

を
記

載
す

る
こ

と
。

 　
3
.「

車
両

の
種

別
」
の

欄
は

、
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
型

ス
ロ

ー
プ

も
し

く
は

リ
フ

ト
付

き
車

両
（
標

準
仕

様
又

は
そ

れ
以

外
の

車
両

）
、

ワ
ン

ス
テ

ッ
プ

型
ス

ロ
ー

プ
も

し
く
は

リ
フ

ト
付

き
車

両
、

小
型

車
両

、
都

市
間

連
絡

用
車

両
の

別
が

わ
か

る
よ

う
に

記
載

す
る

こ
と

。
 　

4
.「

乗
車

定
員

」
の

欄
に

は
、

座
席

数
（
運

転
席

を
含

む
）
に

立
席

数
を

加
え

た
数

を
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
立

席
は

座
席

を
除

い
た

面
積

を
１

人
当

り
の

専
有

面
積

0
.1

4
平

方
メ

ー
ト

ル
で

除
し

た
数

と
す

る
（
道

路
運

送
車

両
の

保
安

基
準

第
2
4
条

、
第

5
3
条

）
。

　
 5

.「
車

両
の

長
さ

」
の

欄
は

、
小

数
点

第
１

位
（
第

２
位

以
下

切
捨

て
）
ま

で
記

載
す

る
こ

と
。

  
 6

.「
実

費
購

入
予

定
費

」
の

欄
は

、
車

両
価

格
、

附
属

品
価

格
、

改
造

費
そ

れ
ぞ

れ
を

確
認

で
き

る
資

料
を

提
出

し
た

う
え

で
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
２

年
目

以
降

の
車

両
に

つ
い

て
は

、
売

買
契

約
書

等
に

よ
り

確
認

す
る

こ
と

と
す

る
。

  
 7

.【
車

両
購

入
金

融
費

用
】
の

「
補

助
対

象
経

費
」
の

借
入

利
率

は
、

実
借

入
利

率
で

算
出

し
た

額
を

計
上

す
る

こ
と

。
（
補

助
上

限
：
年

2
.5

%
）

  
 8

.【
車

両
購

入
金

融
費

用
】
は

、
売

買
契

約
書

等
に

よ
る

ほ
か

、
償

還
期

間
に

係
る

償
還

表
を

提
出

す
る

こ
と

。
な

お
、

初
年

度
に

つ
い

て
は

見
積

書
等

の
提

出
で

足
り

る
こ

と
と

す
る

。
　

 9
.「

計
画

額
」
の

欄
は

、
車

両
ご

と
に

百
円

単
位

（
0
.1

～
0
.9

千
円

）
ま

で
記

載
す

る
こ

と
と

し
、

合
計

の
千

円
未

満
の

端
数

は
切

り
捨

て
る

こ
と

。
  

1
0
. 
リ

ー
ス

車
両

に
つ

い
て

も
当

該
記

載
要

領
を

準
用

し
、

リ
ー

ス
契

約
書

・
見

積
書

に
よ

る
他

、
車

両
等

価
格

及
び

金
融

費
用

相
当

額
が

確
認

で
き

る
資

料
を

提
出

し
た

う
え

で
記

載
す

る
こ

と
。

　
1
1
.【

普
通

償
却

限
度

額
】
の

ト
欄

は
、

平
成

２
４

年
４

月
１

日
以

降
に

取
得

さ
れ

た
減

価
償

却
資

産
で

、
定

率
法

に
よ

り
償

却
さ

れ
る

事
業

者
に

つ
い

て
は

、
０

．
４

（
定

率
法

）
の

償
却

率
を

適
用

す
る

こ
と

。
　

1
2
.普

通
償

却
限

度
額

（
ム

欄
）
は

、
補

助
対

象
限

度
額

（
ナ

欄
）
に

保
証

率
を

乗
じ

た
償

却
額

と
の

比
較

に
よ

り
下

回
る

場
合

、
残

存
価

格
（
ラ

欄
）
に

改
定

償
却

率
を

乗
じ

た
償

却
額

を
普

通
償

却
限

度
額

（
ム

欄
）
と

す
る

。
な

お
、

改
定

償
却

率
を

乗
じ

た
償

却
額

を
普

通
償

却
限

度
額

と
し

た
場

合
、

次
年

度
に

お
い

て
償

却
を

行
う

必
要

が
あ

る
場

合
は

、
普

通
償

却
限

度
額

（
ム

欄
）
は

計
算

式
に

よ
ら

ず
に

前
年

度
と

同
額

と
す

る
。

※
 平

成
２

４
年

４
月

１
日

以
後

に
取

得
し

た
車

両
：
保

証
率

0
.1

0
8
0
0
　

改
定

償
却

率
：
0
.5

0
0

　
　

1
.補

助
対

象
購

入
車

両
減

価
償

却
費

及
び

当
該

購
入

に
係

る
金

融
費

用
の

根
拠

と
な

る
証

拠
書

類
　

　
2
.標

準
仕

様
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
バ

ス
を

購
入

す
る

場
合

に
は

、
認

定
書

の
写

し
　

　
3
.低

床
型

車
両

の
ノ

ン
ス

テ
ッ

プ
型

で
、

標
準

仕
様

以
外

の
車

両
に

つ
い

て
補

助
を

受
け

よ
う

と
す

る
場

合
に

は
、

そ
の

理
由

を
記

載
し

た
書

類
　

　
4
.移

動
円

滑
化

の
た

め
に

必
要

な
旅

客
施

設
又

は
車

両
等

の
構

造
及

び
設

備
に

関
す

る
基

準
を

定
め

る
省

令
第

４
３

条
に

基
づ

く
適

用
除

外
車

両
の

認
定

を
受

け
る

予
定

の
車

両
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
旨

を
記

載
し

た
自

認
書

類
（
２

年
目

以
降

の
車

両
に

あ
っ

て
は

、
認

定
書

の
写

し
）

　
　

5
.補

助
対

象
事

業
者

ご
と

の
、

車
両

購
入

後
の

乗
合

バ
ス

事
業

用
車

両
の

状
況

見
込

（
車

両
数

、
平

均
車

令
）

　
　

6
.過

去
に

生
活

交
通

確
保

維
持

改
善

計
画

の
認

定
申

請
又

は
補

助
金

交
付

申
請

の
添

付
書

類
と

し
て

既
に

提
出

し
て

い
る

場
合

は
、

当
該

書
類

の
添

付
を

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

申
請

番
号

金
融

費
用

補
助

対
象

額
（
円

）
償

還
期

間
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
月

）

今
年

度
償

還
回

数
借

入
利

率
（
％

）
年

利
　

　
ｴ
と

2
.5

％
の

う
ち

低
い

方
の

率
（
％

）
補

助
対

象
経

費
計

画
額

（
千

円
）

（
自

）
（
至

）

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

円
0
.0

計
千

円
0
.0

補
助

ブ
ロ

ッ
ク

名
申

請
番

号
補

助
対

象
経

費
（
千

円
）

計
画

額
（
千

円
）

「
そ

の
他

の
者

」
の

具
体

的
概

要

京
阪

神
・
北

近
畿

1
2
,0

0
0

6
,0

0
0



事業者名 京阪京都交通株式会社

年度 車両数 平均車令

令和９年度 95 11.9

令和１０年度 95 12.4

令和１１年度 95 13.0

車両購入後の乗合バス事業用車両の状況見込（車両数、平均車令）



地域公共交通計画認定申請書

（地域内フィーダー系統補助）

提出資料



様式第１－１（日本産業規格Ａ列４番）

８南地公協第 号

令和８年６月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称 南丹市地域公共交通活性化協議会

住 所 京都府南丹市園部町小桜町４７番地

代 表 者 氏 名 会長 松中 亮治

地域公共交通計画認定申請書（地域内フィーダー系統補助）

地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり定

めたので、関係書類を添えて申請します。

※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。



補
助

要
綱

規
定

事
項

一
覧

表

自
治
体
名
：
南
丹
市

計
画
名
称
：
南
丹
市
地
域
公
共
交
通
計
画

地
域

公
共

交
通

計
画

で
の

記
載

箇
所

（
頁

）

（
第

１
号

関
係

）
地

域
公

共
交

通
確

保
維

持
事

業
に

よ
り

運
行

を
確

保
・

維
持

す
る

運
行

系
統

の
地

域
の

公
共

交
通

に
お

け
る

位
置

付
け

・
役

割
P
3
9
～

P
4
0
　

「
地

域
公

共
交

通
の

位
置

づ
け

と
役

割
」

（
第

２
号

関
係

）
上

記
を

踏
ま

え
た

地
域

公
共

交
通

確
保

維
持

事
業

の
必

要
性

P
4
1
～

P
4
2
　

「
地

域
公

共
交

通
確

保
維

持
事

業
の

必
要

性
」

（
第

３
号

関
係

）
地

域
公

共
交

通
確

保
維

持
事

業
に

よ
り

運
行

を
確

保
・

維
持

す
る

運
行

系
統

に
係

る
事

業
及

び
実

施
主

体
の

概
要

P
4
3
　

「
地

域
公

共
交

通
の

事
業

及
び

実
施

主
体

」

（
第

４
号

関
係

）
地

域
公

共
交

通
計

画
の

区
域

内
全

体
に

お
け

る
地

域
旅

客
運

送
サ

ー
ビ

ス
の

利
用

者
の

数
、

収
支

、
費

用
に

係
る

国
又

は
地

方
公

共
団

体
の

支
出

の
額

そ
の

他
の

定
量

的
な

目
標

・
効

果
及

び
そ

の
評

価
手

法

P
4
4
　

「
計

画
の

目
標

と
数

値
指

標
の

考
え

方
」

P
6
7
 
「

推
進

体
制

」
P
6
8
　

「
計

画
の

評
価

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

」

補
助

要
綱

第
1
7
条

第
1

項
に

規
定

す
る

事
項
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3. 将来の地域公共交通体系

3.1. 地域公共交通の位置づけと役割

本計画を進めるにあたって、南丹市内を運行する地域公共交通それぞれの位置づけや役割等を、

下表の通り整理しました。また、南丹市の地域公共交通ネットワークのイメージを次ページ以降

に示します。

表 3-2 本計画で対象とする地域公共交通とその役割

位置

づけ
地域公共交通の種類 役割 確保・維持策

広域

幹線

JR 山陰本線・嵯峨野線 南丹市と近隣

市・京阪神都

市圏等を結ぶ

広域的な公共

交通

・ 交通事業者と協議の上、現在の

サービスレベル維持またはコ

ロナ禍前の水準までの回復

中京交通※1 園福線(園部駅東口～桧

山)※2

・ 地域公共交通確保維持事業(幹

線補助)と京都府交通確保対策

費補助金(府補助路線)を活用

し持続可能な運行

京阪京都

交通※1

八田線、神吉線、原・神

吉線

地域内

幹線

京阪京都

交通

国道線、園篠線、園部八

木線、園部農芸線

鉄道駅と地域

の拠点等を結

ぶ主に市内移

動のための公

共交通

・ 交通事業者と協議の上、一定以

上のサービスレベルを維持

・ 京都府交通確保対策費補助金

(府補助路線)を活用し持続可

能な運行(日吉ダム線、国道線、

園部八木線、園部農芸線を除く)

・ 南丹市営バスとぐるりんバス、

京丹波町営バスについては、地

域公共交通確保維持事業(フィ

ーダー補助)の活用を予定

南丹市営

バス

大野線、世木線、胡麻・

志和賀線、日吉ダム線、

五ヶ荘・美山園部線、京

北線

ぐるりん

バス

市街地循環線、摩気・園

部東部線、新光悦村線

京丹波町

営バス

丹波日吉線、長瀬線

支線 京阪京都

交通※3

明治国際医療大学線 市内の各地区

内を運行し、

幹線交通や拠

点に接続する

公共交通や、

利用目的が特

化している公

共交通

・ 交通事業者や実施主体と協議

の上、一定以上のサービスレベ

ルを維持

・ 京都府交通確保対策費補助金

(府補助路線)を活用し持続可

能な運行(明治国際医療大学線

を除く)

・ 西本梅スクール・癒しの森線

は、地域公共交通確保維持事業

(フィーダー補助)の活用を予

南丹市営

バス

知井線、芦生線、佐々里

線、鶴ヶ岡線、知見線、

河内谷線、福居線

ぐるりん

バス

西本梅スクール・癒しの

森線

デマンド

バス

八木地域：柴山・大薮線、

鳥羽・池ノ内線、観音

寺・屋賀線、美里・日置

線
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※1 地域間幹線系統バス

※2 令和 6年 4月から、南丹市域を有限会社中京交通が運行する。

※3 令和 6年 4月より、運行委託先を京阪京都交通から別の交通事業者へ変更予定。

【現在の地域公共交通の状況】

図 3-5 南丹市の現在の地域公共交通の状況

京阪京都交通 原・神吉線
《補助対象幹線系統》

京阪京都交通 神吉線
《補助対象幹線系統》

京阪京都交通八田線
《補助対象幹線系統》

中京交通 園福線
《補助対象幹線系統》

ぐるりんバス
《補助対象フィーダー系統（予定）》

南丹市営バス
《補助対象フィーダー系統（予定）》

京丹波町営バス長瀬線
《補助対象フィーダー系統（予定） 》

京丹波町営バス 丹波日吉線
《補助対象フィーダー系統（予定） 》

位置

づけ
地域公共交通の種類 役割 確保・維持策

日吉地域：中世木線、生

畑・海老谷線、志和賀線、

胡麻線

定

美山地域：大野・長谷線、

鶴ヶ岡線、知井線、深見

線

個別

輸送

タクシー 個別ニーズへ

の対応や市全

域をカバーす

る公共交通等

・ 交通事業者や実施主体と協議

の上、運行の維持に向けた支援

を実施

・ 安定的な運行維持に向けて必

要な支援を実施

スクールバス

福祉有償運送
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【将来の地域公共交通の状況】

図 3-6 本計画を推進することで実現する将来の地域公共交通

3.2. 地域公共交通確保維持事業の必要性

本計画で対象とする地域公共交通のうち、地域公共交通確保維持事業(幹線補助とフィーダー補

助)を活用している路線について、その補助事業の必要性は、次に示すとおりです。

(1) 地域間幹線系統補助の維持・確保の必要性

【中京交通 園福線】

・ 中京交通の園福線（園部駅東口～桧山）は、通勤通学、買物、通院等の日常生活行動だけで

なく、観光、ビジネス等多様な目的での移動を担っている。起終点の園部駅東口及び桧山で

は、鉄道や地域内交通と接続するなど、地域間幹線系統として、公共交通ネットワークを構

築する上で特に重要な役割を担っている。自治体や事業者の運営努力だけでは路線の維持が

難しく、地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する必要がある。

JR山陰本線（園部～綾部）沿線地域公共交通計画（変更案）より抜粋

広域幹線
(園福線)

広域幹線
(JR)

支線交通
(美山デマンドバス)

地域内幹線
(ぐるりんバス)

広域幹線
(神吉線)

(原觔神吉線)

広域幹線
(八田線)

地域内幹線

地域内幹線

支線交通
(美山デマンドバス)

支線交通
(日吉デマンドバス)

支線交通
(日吉デマンドバス)

支線交通
(八木デマンドバス)

交通
拠点

交通
拠点

交通
拠点

中心
拠点

地域
拠点

広域幹線

地域内幹線

支線
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【京阪京都交通 八田線、神吉線、原・神吉線】

・ 京阪京都交通の八田線、神吉線、原・神吉線は、地域間幹線系統として、市内と近隣市を結

び、市民の広域的な通勤通学、買物、通院等の日常生活を支える重要な役割を担っている。

一方で、今後の人口減少や高齢化の進展、財政の緊迫等により、自治体や事業者の運営努力、

自治体の支援だけでは路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持事業により運行を確保・

維持する必要がある。

(2) 地域内フィーダー系統補助の維持・確保の必要性

【南丹市営バス】

・ 南丹市営バスは、市の交通拠点である園部駅や日吉駅などと、周辺の各地区の居住地とを結

ぶ路線である。日常生活を送るうえで、地域内の移動手段として欠かせない役割を担ってお

り、また、園部駅で JR山陰本線や園福線(幹線補助)との接続により、広域への移動も可能と

するなど、広域的な公共交通を補完する路線として欠かせない役割を担っている。今後の人

口減少や高齢化の進展等により、路線の維持が厳しい状況にあるが、南丹市地域公共交通計

画に基づき、南丹市が支援(費用負担)する路線と位置付け、地域公共交通確保維持事業(フィ

ーダー補助)により運行を確保・維持する必要がある。

【ぐるりんバス】

・ ぐるりんバスは、市の中心地である園部駅を中心とした地域を運行する路線である。日常生

活を送るうえで、園部駅を中心とした地域の移動手段として欠かせない役割を担っており、

また、園部駅で JR 山陰本線や園福線(幹線補助)との接続により、広域への移動も可能とする

など、広域的な公共交通を補完する欠かせない路線である。今後の人口減少や高齢化の進展

等により、路線の維持が厳しい状況にあるが、南丹市地域公共交通計画に基づき、南丹市が

支援(費用負担)する路線と位置付け、地域公共交通確保維持事業(フィーダー補助)により運

行を確保・維持する必要がある。

【京丹波町営バス】

・ 京丹波町営バスは、主要な生活施設(京丹波町役場、道の駅丹波マーケス、京丹波町病院など)

や鉄道駅(下山駅、和知駅)と接続しており、地域住民の通勤・通学、買い物、通院などの日

常生活のお出かけの移動を支える役割を担います。交通結節点である鉄道駅(下山駅、和知

駅)や桧山停留所で鉄道や園福線に乗り継ぐことで、近隣市町(南丹市、綾部市、福知山市、

亀岡市)や京阪神都市圏等への広域移動を可能としています。日常生活のお出かけに困らない

ようなサービスを提供するために、現在の運行路線を維持・確保する必要があります。

京丹波町地域公共交通計画（最終案）より抜粋
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3.3. 地域公共交通の事業及び実施主体

本計画で対象としている地域公共交通（特に補助系統）の事業及び実施主体等は、下表のとお

りです。

表 3-3 地域公共交通の事業及び実施主体

起点 終点 事業許可区分 運行態様 実施主体 補助事業の活用

中京交通 園福線 園部 桧山 4条乗合 路線定期運行 中京交通

八田線 JR亀岡駅南口 JR園部駅西口

神吉線 JR八木駅 神吉口

原・神吉線 JR八木駅 原

国道線 JR亀岡駅南口 JR園部駅西口 －

園篠線 JR園部駅西口 福住
府補助路線
市補助路線

明治国際医療大学線 園部大橋 明治国際医療大学
明治国際医療大学
(委託先変更予定)

－

園部八木線 JR園部駅西口 京都中部総合医療ｾﾝﾀｰ －

園部農芸線 JR園部駅西口 農芸高校前 －

大野線 和泉 和知駅

世木線 ひよしこども園 上谷

胡麻・志和賀線 畑郷 日吉駅

五ヶ荘・美山園部線 園部駅西口 旧知井小学校前

京北線 和泉 周山

日吉ダム線 日吉駅 府民の森ひよし ﾌｨｰﾀﾞｰ補助(予定)

知井線 和泉 旧知井小学校前

芦生線 芦生 旧知井小学校前

佐々里線 佐々里 旧知井小学校前

鶴ヶ岡線 和泉 洞

知見線 旧知井小学校前 知見

河内谷線 旧知井小学校前 河内谷

福居線 丹波福居 和泉

市街地循環線 園部駅西口 園部駅西口

摩気・園部東部線 園部駅西口 大見谷

西本梅スクール・癒しの森線 南八田 奥るり渓

新光悦村線 園部駅西口 曽我谷
ﾌｨｰﾀﾞｰ補助(予定)

府補助路線(予定)

柴山・大薮線 八木駅 八進フード前

鳥羽・池ノ内線 八木駅 池ノ内

観音寺・屋賀線 八木駅 屋賀上区集会所

美里・日置線 八木駅 園部駅西口

中世木線 日吉駅 日吉駅

生畑・海老谷線 日吉駅 日吉駅

志和賀線 日吉駅 日吉駅

胡麻線 日吉駅 日吉駅

大野・長谷線 美山診療所 下樫原

鶴ヶ岡線 美山診療所 洞公民館

知井線 美山診療所 佐々里

深見線 美山診療所 深見

長瀬線 和知駅 大野ダム

丹波日吉線 京丹波町役場 日吉駅

京丹波
町営バス

自家用有償
旅客運送
(79条)

路線定期運行 京丹波町
ﾌｨｰﾀﾞｰ補助(予定)

府補助路線

南丹市
デマンド
バス
日吉地区

4条乗合 路線不定期運行 南丹市
(タニタクシーに委託)

府補助路線(予定)

南丹市
デマンド
バス
美山地区

4条乗合 区域運行
南丹市
(京都みやび交通に委

託)

府補助路線(予定)

ぐるりん
バス

4条乗合 路線定期運行 南丹市
(中京交通へ委託)

ﾌｨｰﾀﾞｰ補助(予定)

府補助路線

南丹市
デマンド
バス
八木地区

4条乗合 路線不定期運行
南丹市
(京都タクシーと南丹タ

クシーに委託)

府補助路線(予定)

南丹市営
バス

自家用有
償旅客運
送(79条)

路線定期運行 南丹市

ﾌｨｰﾀﾞｰ補助(予定)

府補助路線

路線定期運行 南丹市
府補助路線

系統名

国幹線補助
府補助路線
市補助路線

京阪京都
交通

4条乗合 路線定期運行 京阪京都交通

4条乗合 路線定期運行

京阪京都交通

南丹市
(京阪京都交通へ委託)



44

第4章 目標

1. 計画の目標と数値指標の考え方

本計画のそれぞれの基本方針に基づき、本計画の目標と数値指標、目標値を、以下の通り設定

します。

基本方針

【方針1】

園部駅や八木駅
周辺を中心とし
たコンパクトプ
ラスネットワー
クをつくる

【方針2】

安心して快適に
外出できる地域
公共交通をつく

る

【方針3】

みんなで支え愛
着を育み持続可
能な地域公共交
通をつくる

目標

中心部の
地域公共交通の

活性化

高齢者の
お出かけ機会の確保

子どもの
通学手段の確保

南丹市全体の
地域公共交通利用者
数の維持・確保

南丹市が公的資金を
投入している

地域公共交通の
事業効率の改善

数値指標・目標値

市街地内を運行する公共交通利用者数※

人口減少に応じた利用者数を維持する

目標(R10)現況(R4)

181 人/日197 人/日

※ぐるりんバスと八木地区デマンドバスの利用者数

運転免許証の自主返納数※

高齢化に応じた返納数を目指す

目標(R10)現況(R4)

92 人/年92 人/年

※高齢者運転免許証自主返納支援事業の申請数

通学定期券の発行数※

少子化に応じた通学利用を維持する

目標(R10)現況(R4)

23.5 人/月25.5 人/月

※市営バスとぐるりんバスの高校生の通学定期券発行数

市全体の公共交通利用者数※

人口減少に応じた利用者数を維持する

目標(R10)現況(R4)

7,582 人/日8,234 人/日

※JR,園福線,京阪京都交通,市営ﾊﾞｽ,ぐるりんﾊﾞｽ,ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ

市の地域公共交通への公的資金投入額※

社会情勢に応じた負担額・財源を確保する

目標(R10)現況(R4)

214 百万円/年175 百万円/年

※園福線,京阪京都交通,市営ﾊﾞｽ,ぐるりんﾊﾞｽ,ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ

市が公的資金を投入している
地域公共交通の収支率※

人口動態や社会情勢に応じた水準を維持する

目標(R10)現況(R4)

16.1 ％16.7 ％

※園福線,京阪京都交通,市営ﾊﾞｽ,ぐるりんﾊﾞｽ,ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ

上記の目標を達成するためには、南丹市から地域公共交通へ適切な支援をします
(行政負担)
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第6章 推進体制

1. 推進体制

本計画の目標の実現や施策の実施等については、南丹市だけで進めるのではなく、交通事業者、

地域住民、関係機関等、様々な関係者が連携し、総合的な取組として進めることが必要になりま

す。そのため、南丹市地域公共交通会議において、自治体、交通事業者、道路管理者、警察、住

民、企業等が一体となって、継続的に協議・調整できる体制をつくり、施策の進行管理や計画の

評価・検証・見直し等を進めます。

【計画の実施主体と主な役割】

実施主体 主な役割

地域住民 ・ 地域住民は、自らの交通行動が社会環境や自然環境に及ぼす影響を理

解し、自家用車のみに依存することがないよう、一人ひとりが自発的

に節度ある交通行動を選択することに努めます。

・ 公共交通は、利用者があってはじめて成り立つこと、およびサービス

水準とコスト・負担との関係等を理解した上で、自らが積極的に公共

交通を利用するよう心がけます。

・ 鉄道やバスなど公共交通を地域の財産としてとらえ、地域固有の歴

史、文化、自然と調和した公共交通体系の構築とその確保・維持に向

け、地域が主体となった取り組みを推進することに努めます。

交通事業者 ・ 交通事業者は、引き続き、持続可能な公共交通を維持確保するため、

安全・安心な運行サービスを提供するとともに、効率的な運行と利用

促進に努めます。

・ 交通事業者としてのノウハウを活用した公共交通サービスの提案を

行うなど、積極的に地域公共交通の確保・維持・改善に参画し、サー

ビスの充実や利用者満足度のさらなる向上に努めます。

関係機関 ・ 関係機関は、地域公共交通の確保・維持に向けて、公共交通サービス

の提供等の取り組みへ協力し、行政や交通事業者と連携することに努

めます。

・ 広域幹線などの確保・維持に向けて、京丹波町などの関係自治体と連

携を図ります。

行政 ・ 持続可能な公共交通の実現に向け、交通事業者や地域住民、その他の

関係者と連携し、本計画が着実に推進されるよう中心的な役割を果た

します。

・ 公共交通の維持確保に向け、各部署が組織横断的に協力し、積極的な

公共交通の利用促進に努めます。
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2. 計画の評価スケジュール

本計画の推進にあたっては、計画の策定（Plan）→事業の実施（Do）→事業の評価（Check）→

計画や事業の見直し・改善（Action）という PDCA サイクルを毎年行い、事業を進めていきます。

【計画の評価スケジュール】

・6月頃 ：地域公共交通確保維持事業の申請、前年度決算の確認、今年度予算の決定等

・10 月頃 ：次年度事業計画の確認（予算要求にあわせて）、今年度事業の中間報告等

・2月頃 ：本計画の施策の実施状況についての評価（必要に応じて計画の変更を検討）、次年度

予算・事業計画の協議、第三者評価委員会の報告内容の確認等

4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7

※ 協議内容に応じて、南丹市地域公共交通活性化協議会開催後、関連する各協議会において協議事項等を適宜報告する。

R9年度
（2027）

R10年度
（2028）

そ
の
他

地域公共交通に
関連するイベント等

関
連
協
議
会

JR山陰本線（園部～
綾部）沿線地域公共
交通活性化協議会

R11年度
（2029）

本
協
議
会

計画策定
（Ｐｌａｎ）

事業実施
（Ｄｏ）

事業評価
（Ｃｈｅｃｋ）

計画・事業の見直し
・改善
（Ａｃｔｉｏｎ）

各取組の効果検証
手法の検討
・中間評価

南丹市地域公共交通
活性化協議会・南丹市
地域公共交通会議
（適宜実施）

R6年度
（2024）

R7年度
（2025）

R8年度
（2026）

次年度事業検討

事業実施

R6年度事業

評価・検証

事業見直し

計画見直し

事業実施 事業実施 事業実施 事業実施

次年度事業検討 次年度事業検討

R7年度事業

評価・検証

R8年度事業

評価・検証

R9年度事業

評価・検証

事業見直し 事業見直し 事業見直し

次年度事業検討

(6月頃) (2月頃)

次期計画

事業実施

本計画全体の

事業評価・検証

(10月頃)

＜最終評価＞

効果検証実施、

アンケート実施、

取りまとめ

協議内容に応じて、

適宜、各協議会に報告 ※

協議内容に応じて、

適宜、各協議会に報告 ※

協議内容に応じて、

適宜、各協議会に報告 ※

協議内容に応じて、

適宜、各協議会に報告 ※

協議内容に応じて、

適宜、各協議会に報告 ※

京都中部総合

医療センター

の移転建替え

南丹市にとって公共交通体系を

大きく見直すべきタイミング

令和８年に向けて

交通体系の見直しの検討や

事業者等との調整を実施

南丹市の新たな公共交通体系のスタート

事業見直し



別 紙

令和８年６月 日

（名称）南丹市地域公共交通活性化協議会

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性

南丹市を取り巻く公共交通は、JR山陰本線、園福線、八田線、神吉線、原・神吉線とい

った広域的な交通と、旧町の中心地を拠点として運行しているぐるりんバスや南丹市営バ

ス、デマンドバスなどの身近な生活を支える交通により成り立っているが、マイカーの普

及や人口減少の進展等により公共交通の利用者数が減少しており、今後地域公共交通の維

持・存続ができなくなることが懸念される。こういった課題解決のため、持続可能かつ効

率的で安定的な公共交通体系を構築し、人や環境にやさしい公共交通体系が充実し、誰も

が外出しやすいまちの実現を目指すため策定した「南丹市地域公共交通計画」に基づいた

事業を行うことが求められている。



２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果

（１）事業の目標

◆公共交通利用者数

〇大野線 5,811 人/年（R10） ※6,316 人/年(R4)

〇京北線 11,285 人/年（R10） ※12,266 人/年(R4)

〇世木線 4,187 人/年（R10） ※4,551 人/年(R4)

〇胡麻・志和賀線 6,140 人/年（R10） ※6,674 人/年(R4)

〇美山園部線 41,478 人/年（R10） ※45,085 人/年(R4)

〇西本梅スクール・癒しの森線 365 人/年（R10） ※397 人/年（R4）

〇市街地循環線 40,886 人/年（R10） ※44,441 人/年（R4）

〇摩気・園部東部線 5,591 人/年（R10） ※6,077 人/年（R4）

〇新光悦村線 13,599 人/年（R10） ※14,781 人/年（R4）

◆地域公共交通の収支率

〇大野線 16.1％(R10) ※16.7％(R4)

〇京北線 16.1％(R10) ※16.7％(R4)

〇世木線 16.1％(R10) ※16.7％(R4)

〇胡麻・志和賀線 16.1％(R10) ※16.7％(R4)

〇美山園部線 16.1％(R10) ※16.7％(R4))

〇西本梅スクール・癒しの森線 16.1％(R10) ※16.7％(R4)

〇市街地循環線 16.1％(R10) ※16.7％(R4)

〇摩気・園部東部線 16.1％(R10) ※16.7％(R4)

〇新光悦村線 16.1％(R10) ※16.7％(R4)

◆公的資金投入額

〇大野線 27,358,372 円(R10) ※22,424,895 円(R4)

〇京北線 31,693,847 円(R10) ※25,978,563 円(R4)

〇世木線 8,362,056 円(R10) ※6,854,144 円(R4)

〇胡麻・志和賀線 13,264,012 円(R10) ※10,872,141 円(R4)

〇美山園部線 119,177,569 円(R10) ※97,686,532 円(R4)

〇西本梅スクール・癒しの森線 24,294,287 円(R10) ※19,913,350 円(R4)

〇市街地循環線 22,281,470 円(R10) ※18,263,500 円(R4)

〇摩気・園部東部線 18,764,454 円(R10) ※15,380,700 円(R4)

〇新光悦村線 19,693,606 円(R10) ※16,142,300 円(R4)



（２）事業の効果

【南丹市営バス】

南丹市営バスは、市の交通拠点である園部駅や日吉駅などと、周辺の各地区の居住地とを

結ぶ路線である。日常生活を送るうえで、地域内の移動手段として欠かせない役割を担っ

ており、また、園部駅でJR 山陰本線や園福線(幹線補助)との接続により、広域への移動も

可能とするなど、広域的な公共交通を補完する路線として欠かせない役割を担っており、

地域の移動手段を確保できる。

【ぐるりんバス】

ぐるりんバスは、市の中心地である園部駅を中心とした地域を運行する路線である。日常

生活を送るうえで、園部駅を中心とした地域の移動手段として欠かせない役割を担ってお

り、また、園部駅でJR 山陰本線や園福線との接続により、広域への移動も可能とするなど、

広域的な公共交通を補完する欠かせない路線であり、地域の移動手段を確保できる。

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体

【南丹市営バス】

・市全体の交通体系の見直し（南丹市、鉄道・バス・タクシー事業者）

・南丹市営バスのルート・ダイヤ等の見直し（南丹市）

・南丹市営バスの車内アナウンス・マイクの見直し（南丹市）

・デジタル化の導入等による利便性向上（南丹市）

・使いやすい地区別の総合時刻表・マップの発行（南丹市）

その他

【ぐるりんバス】

・市全体の交通体系の見直し（南丹市、鉄道・バス・タクシー事業者）

・ぐるりんバスの見直し（南丹市、バス事業者）

・分かりやすいバス停の整備（南丹市、バス事業者）

・ＪＲ遅延時のぐるりんバスとＪＲの連携（南丹市、バス事業者）

・園部駅や園部駅周辺での待合環境の向上（南丹市）

その他

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び

運送予定者

表 1を添付。



５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額

【南丹市営バス】

地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図る南丹市営バスの各路線について、

運行に要した費用から路線ごとに按分し費用を算出する。運賃収入及び国庫補助金、京都

府補助金を運行経費から差引いた差額分を南丹市が負担する。

【ぐるりんバス】
地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図るぐるりんバスの各路線について、

各路線の委託料から費用を算出する。運賃収入及び国庫補助金、京都府補助金を運行経費

から差引いた差額分を南丹市が負担する

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法

【南丹市営バス】

運賃収入や乗車人数など毎月の数字を把握し効果を検証する。

【ぐるりんバス】

運賃収入や乗車人数など毎月の数字を把握し効果を検証する。

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要

【地域間幹線系統のみ】

※該当なし

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧

【地域間幹線系統のみ】

※該当なし

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期

及びその他特記事項

【地域間幹線系統のみ】

※該当なし



10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

【地域内フィーダー系統のみ】

表５を添付。

11．車両の取得に係る目的・必要性

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】

路線の運行確保と車両の取得は一体不可分なものであり、運行にあたり、保守点検を

重ねて使用しているところだが、車齢の高いものについては、安全性と費用効率化の面か

ら適切な入れ替えが必要である。

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】

（１）事業の目標

修繕等に伴うランニングコストと購入に係る費用のバランスを考慮したうえで新しい車

両を導入し、安全性を向上させる。

（２）事業の効果

新しい車両を導入することにより車内環境が改善され、利便性の向上が図られる。

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

表６のとおり

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策）

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

※該当なし

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

※該当なし

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

（１）事業の目標

※該当なし

（２）事業の効果

※該当なし



17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

※該当なし

18．協議会の開催状況と主な議論

令和７年度第１回 南丹市地域公共交通活性化協議会

日時 令和７年６月１９日（木）

場所 南丹市国際交流会館 地階 コスモホール

第１号議案 令和６年度事業・決算報告について

第２号議案 令和７年度事業計画について

第３号議案 地域間幹線系統補助金及びフィーダー系統補助金に係る申請について

第４号議案 外出支援サービス事業の更新について

第５号議案 デマンドバス（日吉地域）のバス停追加について

第６号議案 南丹市営バスのフリー乗降区間の追加について

上記、原案のとおり承認。

報告 南丹市内の公共交通利用者数の推移について

令和７年度第２回 南丹市地域公共交通活性化協議会

日時 令和７年１０月２８日（木）

場所 南丹市国際交流会館 地階 コスモホール

議題 外出支援サービス（福祉有償運送）の更新について

上記 原案のとおり承認。

第１号報告 南丹市地域公共交通計画の令和７年度事業の中間報告について

第２号報告 南丹市地域公共交通計画の令和８年度事業計画について

令和７年度第３回 南丹市地域公共交通活性化協議会

日時 令和８年２月２７日（金）

場所 南丹市国際交流会館 地階 コスモホール

第１号議案 令和７年度補正予算について

第２号議案 令和８年度予算について

第３号議案 令和８年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金に係る計画変更について

上記、原案のとおり承認

第１号議案 令和７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金の事業評価について

（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金）

第２号議案 令和７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金の事業評価について

（地域内フィーダー系統補助金）

第３号議案 南丹市地域公共交通計画の施策の進捗状況について

令和８年度第１回 南丹市地域公共交通活性化協議会

日時 令和８年６月２２日(月)

場所 南丹市役所 ２号庁舎３階 ３０１会議室

第１号議案 令和７年度事業・決算報告について

第２号議案 令和８年度事業計画について

第３号議案 地域間幹線系統補助金及び地域内フィーダー系統補助金に係る申請について

第１号報告 南丹市内の公共交通利用者数の推移について



【本計画に関する担当者・連絡先】

（住 所）京都府南丹市園部町小桜町４７番地

（所 属）南丹市 地域振興部 地域振興課

（氏 名）松本 宏樹

（電 話）０７７１－６８－００１９

（e-mail）chiiki@city.nantan.lg.jp

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。

各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。

19．利用者等の意見の反映状況

計画策定にあたっては、

①市民へ広くアンケートの実施

②地元住民を交えたワークショップ及びヒアリングの実施

③地元高校生へのアンケートの実施

④交通事業者へのヒアリングの実施

⑤パブリックコメントを南丹市 HP や広報誌等で周知し、実施

を行い、誰もが使いやすい公共交通の策定に活かした。

20．他市町の計画に位置付けない合理的な理由

南丹市営バス 大野線３－３系統、３－５系統は京丹波町内に停留所を設定しているも

のの、京丹波町は当該系統に対して費用負担をしておらず、京丹波町の生活交通として京

丹波町の計画に位置づけるものではない。

また、南丹市営バス 京北線７－１系統、７－３系統、７－５系統は京都市内に停留所

を設定しているものの、京都市は当該系統に対して費用負担をしておらず、京都市の生活

交通として京都市の計画に位置づけるものではない。



表
１

　
地

域
公

共
交

通
確

保
維

持
事

業
に

よ
り

運
行

を
確

保
・

維
持

す
る

運
行

系
統

の
概

要
及

び
運

送
予

定
者

（
地

域
内

フ
ィ

ー
ダ

ー
系

統
）

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1
0

1
1

1
2

都
道

府
県

名
市

区
町

村
名

協
議

会
名

年
度

京
都

府
南

丹
市

南
丹

市
地

域
公

共
交

通
活

性
化

協
議

会
令

和
 9

 年
度

運
行

系
統

地
域

内
フ

ィ
ー

ダ
ー

系
統

の
基

準
適

合
（

別
表

７
・

別
表

９
・

別
表

１
０

）

起
点

経
由

地
終

点
運

行
態

様

の
別

補
助

開
始

年
度

基
準

ハ
で

該
当

す
る

要
件

（
別

表
７

・
９

）

補
助

対
象

地
域

間
幹

線
系

統
等

と
接

続
の

確
保

基
準

ホ
で

該
当

す
る

要
件

（
別

表
７

の
み

）

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

) 
大

野
線

①
和

泉
川

谷
和

知
駅

2
5
.7

km
2
5
.7

km
2
9
3
.0

日
2
9
3
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
和

知
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

) 
大

野
線

②
和

泉
大

野
ダ

ム
和

知
駅

2
0
.8

km
2
0
.8

km
3
5
9
.0

日
3
2
6
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
和

知
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(3

) 
大

野
線

③
和

知
駅

和
泉

宮
脇

2
5
.4

km
2
5
.4

km
6
6
.0

日
1
6
5
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
和

知
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(4

) 
京

北
線

和
泉

下
佐

々
江

周
山

2
2
.4

km
2
2
.4

km
3
5
9
.0

日
7
1
8
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）

周
山

バ
ス

停
で

地
域

間
幹

線
系

統
高

雄
京

北
線

と
接

続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(5

) 
世

木
線

①
日

吉
駅

町
筋

日
吉

山
の

家
7
.2

km
7
.2

km
2
9
3
.0

日
2
6
7
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(6

) 
世

木
線

②
ひ

よ
し

こ
ど

も
園

町
筋

日
吉

山
の

家
7
.5

km
7
.5

km
2
9
3
.0

日
2
6
7
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(7

) 
世

木
線

③
日

吉
駅

小
道

津
上

谷
4
.8

km
4
.8

km
2
9
3
.0

日
3
6
6
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(8

) 
世

木
線

④
上

谷
日

吉
駅

ひ
よ

し
こ

ど
も

園
5
.1

km
2
4
2
.0

日
1
2
1
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(9

) 
世

木
線

⑤
日

吉
駅

日
吉

山
の

家
上

谷
1
5
.2

km
4
9
.0

日
2
4
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

0
) 

世
木

線
⑥

上
谷

ひ
よ

し
温

泉
日

吉
駅

5
.6

km
2
4
4
.0

日
2
1
8
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

1
) 

胡
麻

・
志

和
賀

線
①

日
吉

駅
胡

麻
駅

畑
郷

9
.1

km
2
9
2
.0

日
1
4
6
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

2
) 

胡
麻

・
志

和
賀

線
②

畑
郷

広
野

日
吉

駅
1
2
.5

km
2
4
2
.0

日
1
2
1
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

申 請 番 号

市
区

町
村

名
運

送
予

定
者

名
主

た
る

業
態

（
申

請
番

号
）

運
行

系
統

名
等

往
復

計
画

運
行

日
数

計
画

運
行

回

数

利
便

増
進

特
例

措
置

運
送

継
続

特
例

措
置



1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

3
) 

胡
麻

・
志

和
賀

線
③

日
吉

駅
広

野
畑

郷
1
1
.3

km
1
1
.3

km
2
9
3
.0

日
3
1
8
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

4
) 

胡
麻

・
志

和
賀

線
④

日
吉

駅
レ

イ
ク

サ
イ

ド
前

畑
郷

9
.4

km
2
4
2
.0

日
2
4
2
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

5
) 

胡
麻

・
志

和
賀

線
⑤

日
吉

駅
新

町
畑

郷
8
.7

km
8
.7

km
2
9
3
.0

日
2
9
3
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

6
) 

胡
麻

・
志

和
賀

線
⑥

日
吉

駅
八

栄
口

志
和

賀
4
.0

km
4
.0

km
2
9
3
.0

日
9
6
9
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

7
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
①

旧
知

井
小

学
校

前
上

佐
々

江
園

部
駅

4
5
.2

km
2
9
2
日

1
4
6
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

8
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
②

旧
知

井
小

学
校

前
下

佐
々

江
園

部
駅

3
9
.1

km
2
9
3
.0

日
1
7
1
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(1

9
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
③

園
部

駅
南

丹
み

や
ま

診
療

所
旧

知
井

小
学

校
前

4
0
.7

km
2
4
2
.0

日
1
2
1
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

0
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
④

園
部

駅
日

吉
駅

旧
知

井
小

学
校

前
4
0
.8

km
2
9
3
.0

日
1
4
6
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

1
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑤

旧
知

井
小

学
校

前
下

佐
々

江
国

際
医

療
大

学
病

院

前
3
4
.9

km
2
4
2
.0

日
1
2
1
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

2
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑥

旧
知

井
小

学
校

前
上

佐
々

江
国

際
医

療
大

学
病

院

前
3
7
.2

km
3
7
.2

km
2
4
2
.0

日
8
4
7
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

3
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑦

国
際

医
療

大
学

病
院

前
上

佐
々

江
旧

知
井

小
学

校
前

3
7
.0

km
2
4
2
.0

日
2
4
2
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

4
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑧

旧
知

井
小

学
校

前
下

佐
々

江
国

際
医

療
大

学
病

院

前
3
2
.8

km
3
2
.8

km
2
4
2
.0

日
4
8
4
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

5
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑨

旧
知

井
小

学
校

前
上

佐
々

江
日

吉
駅

3
4
.5

km
3
4
.5

km
2
4
2
.0

日
2
4
2
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

6
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑩

旧
知

井
小

学
校

前
上

佐
々

江
日

吉
駅

3
4
.3

km
3
4
.3

km
2
9
3
.0

日
2
9
9
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

7
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑪

日
吉

駅
南

丹
み

や
ま

診
療

所
旧

知
井

小
学

校
前

3
0
.1

km
2
3
8
.0

日
1
1
9
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

8
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑫

旧
知

井
小

学
校

前
下

佐
々

江
日

吉
駅

2
9
.9

km
2
9
.9

km
2
9
4
.0

日
2
5
1
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行



2
9

3
0

3
1

3
2

3
3

3
4

3
5

3
6

3
7

3
8

3
9

4
0

4
1

4
2

4
3

4
4

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(2

9
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑬

国
際

医
療

大
学

病
院

前
日

吉
駅

旧
知

井
小

学
校

前
3
7
.2

km
2
4
2
.0

日
1
2
1
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(3

0
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑭

日
吉

駅
上

佐
々

江
旧

知
井

小
学

校
前

3
3
.4

km
4
9
.0

日
2
4
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(3

1
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑮

旧
知

井
小

学
校

前
下

深
見

日
吉

駅
3
3
.7

km
4
9
.0

日
2
4
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(3

2
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑯

日
吉

駅
四

ッ
谷

上
佐

々
江

1
3
.7

km
2
9
3
.0

日
2
6
7
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(3

3
) 

五
ヶ

荘
・

美
山

園
部

線
⑰

自
然

文
化

村
宮

脇
日

吉
駅

3
2
.4

km
6
6
.0

日
3
9
6
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(3

4
) 

日
吉

ダ
ム

線
①

ス
プ

リ
ン

グ
ス

ひ
よ

し
殿

田
中

学
校

前
日

吉
駅

2
.4

km
2
.4

km
2
9
3
.0

日
4
3
9
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(3

5
) 

日
吉

ダ
ム

線
②

日
吉

駅
小

道
津

ス
プ

リ
ン

グ
ス

ひ
よ

し
2
.3

km
2
.3

km
2
9
3
.0

日
2
9
3
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(3

6
) 

日
吉

ダ
ム

線
③

ス
プ

リ
ン

グ
ス

ひ
よ

し
殿

田
中

学
校

前
日

吉
駅

2
.4

km
2
.4

km
2
9
3
.0

日
1
4
6
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
南

丹
市

自
家

用
有

償
旅

客
運

送
(3

7
) 

日
吉

ダ
ム

線
④

日
吉

駅
小

道
津

ス
プ

リ
ン

グ
ス

ひ
よ

し
2
.3

km
2
.3

km
2
9
3
.0

日
1
4
6
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
②

(1
) 

不
便

地

域
（

法
定

）
日

吉
駅

で
JR

山
陰

本
線

と
接

続
③

 前
年

度
か

ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(3
8
) 

1
-3

西
本

梅
ス

ク
ー

ル
・

癒
し

の
森

線
3

西
小

前
八

乙
女

・
る

り
渓

橋
・

八
阪

南
八

田
2
3
.8

km
2
3
.8

km
3
6
5
.0

日
4
2
3
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

南
八

田
バ

ス
停

で
地

域
間

幹
線

系
統

八
田

線
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(3
9
) 

1
-8

西
本

梅
ス

ク
ー

ル
・

癒
し

の
森

線
8

南
八

田
農

芸
高

校
・

大
河

内
八

阪
2
1
.6

km
2
1
.6

km
3
6
5
.0

日
1
2
0
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

南
八

田
バ

ス
停

で
地

域
間

幹
線

系
統

八
田

線
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
0
) 

2
-1

市
街

地
循

環
線

1
園

部
駅

西
口

上
本

町
園

部
駅

西
口

6
.1

km
6
.1

km
3
6
5
.0

日
1
,5

7
9
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
1
) 

2
-2

市
街

地
循

環
線

2
園

部
駅

西
口

市
役

所
前

園
部

駅
西

口
8
.2

km
8
.2

km
3
6
5
.0

日
1
,7

0
0
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
2
) 

3
-1

摩
気

・
園

部
東

部
線

1
口

司
横

田
園

部
駅

西
口

9
.6

km
9
.6

km
3
6
5
.0

日
7
8
9
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
3
) 

3
-2

摩
気

・
園

部
東

部
線

2
園

部
駅

西
口

熊
崎

口
園

部
駅

西
口

1
9
.1

km
1
9
.1

km
3
6
5
.0

日
3
0
3
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
4
) 

3
-3

摩
気

・
園

部
東

部
線

3
園

部
駅

西
口

船
岡

駅
1
2
.4

km
1
2
.4

km
3
6
5
.0

日
1
8
2
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行



4
5

4
6

4
7

4
8

4
9

5
0

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
5
) 

3
-4

摩
気

・
園

部
東

部
線

4
園

部
駅

西
口

半
田

口
4
.5

km
4
.5

km
3
6
5
.0

日
1
2
1
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
6
) 

5
-1

新
光

悦
村

線
1

園
部

駅
西

口
小

山
西

町
・

市
役

所

前
曽

我
谷

1
1
.1

km
1
1
.1

km
3
6
5
.0

日
7
8
9
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
7
) 

5
-2

新
光

悦
村

線
2

園
部

駅
西

口
大

学
校

前
・

市
役

所

前
曽

我
谷

1
0
.1

km
1
0
.1

km
3
6
5
.0

日
1
8
2
.5

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
8
) 

5
-3

新
光

悦
村

線
3

園
部

駅
西

口
小

山
西

町
・

市
役

所

前
新

光
悦

村
工

業
団

地
2

6
.8

km
6
.8

km
3
6
5
.0

日
7
2
8
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行

南
丹

市
有

限
会

社
　

中
京

交
通

市
町

村
（

バ
ス

事
業

者
に

運
行

委
託

「
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
バ

ス
な

ど
」

）

(4
9
) 

5
-4

新
光

悦
村

線
4

園
部

駅
西

口
木

崎
町

新
光

悦
村

工
業

団
地

2
3
.3

km
3
.3

km
3
6
5
.0

日
1
,0

9
3
.0

回
路

線
型

令
和

 7
 年

度
①

 幹
線

接
続

園
部

駅
で

JR
と

接
続

③
 前

年
度

か
ら

引
き

続
き

運
行



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

交通不便地域等の内訳

地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定年月日及び特例適用開始年度

都道府県名 市区町村名 協議会名 年度

京都府 南丹市
南丹市地域公共交通活性化協議

会
令和 9 年度

人　口

人口集中地区以外（人） 23,586 人

交通不便地域等（人） 31,629 人

人口（人） 対象地区 根拠法

31,629 人 南丹市全域 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

地域旅客運送サービス継続実施計画 2023年12月28日 令和 6 年度
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計画の変更と協議会の開催について

地域公共交通計画の策定後に、運行回数・運行日の変更や運行経路の一部変更等が生

じ、計画を変更する場合、あらかじめ計画の変更について法定協議会の議論を経て大臣

の認定を受ける必要があります（地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱第９

条第１項）。

ただし、以下の要件を満たす場合においては、法定協議会の議論を経たものとして取

り扱うことにします。

１ 軽微な変更（地域公共交通確保維持改善事業実施要領２.-(1)-②-ア）

次のいずれをも満たす場合

・補助対象系統の１日当たり計画運行回数の１０％以内又は１回以内の増減

・補助対象系統の計画運行日数の１０％以内の増減

・補助対象系統のキロ程の１０％以内の増減

・補助対象事業者に係る計画額の総額の１０％以内の増減

資料



―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

＜地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（抄）＞

（地域公共交通計画の変更）

第９条 活性化法法定協議会は、前条の規定により申請された地域公共交通計画に記載された

地域公共交通確保維持事業の内容を変更するときは、あらかじめ計画の変更について当該活

性化法法定協議会の議論を経て大臣の認定を受けるものとする。ただし、軽微な変更について

はこの限りでない。

＜地域公共交通確保維持改善事業実施要領（抄）＞

②協議会について

ア．地域公共交通計画の変更と活性化法法定協議会の開催について

陸上交通（地域間幹線系統又は地域内フィーダー系統）について記載した地域公共交通計

画の策定後に鉄道のダイヤ改正や学校の登校時間・登校日の変更への対応、沿線の集客施設

の新設・廃止への対応等による運行回数・運行日の変更や運行経路の一部変更が生じること

が見込まれる場合は、予め活性化法法定協議会において事前に包括的な合意が得られてい

ることを前提に、次のいずれをも満たす軽微な変更に限り、変更の都度、活性化法法定協議

会を開催しなくても交付要綱第９条第１項（第１８条の規定により準用する場合を含む。）

の活性化法法定協議会の議論を経たものとして取り扱う。

・各補助対象系統の１日当たり計画運行回数の１０％以内又は１回以内の増減

・各補助対象系統の計画運行日数の１０％以内の増減

・各補助対象系統のキロ程（デマンド型にあってはサービス提供時間）の１０％以内の増減

・地域間幹線系統補助対象事業者に係る計画額の総額の１０％以内の増減

ただし、当該変更後の地域公共交通計画については、活性化法法定協議会構成員において

情報共有されることが必要である。



（人/年）

運行 対象路線 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

南丹市営バス 全路線 147,405 131,466 111,235 114,954 112,373 129,254 127,666 131,392

市街地循環線 50,089 45,729 37,664 40,815 47,119 49,176 52,529 61,599
摩気・園部東部線 9,417 9,618 7,547 6,035 6,114 6,453 6,407 7,930
西本梅スクール・癒しの森線 441 530 374 344 468 519 516 567

新光悦村線 5,541 11,285 13,133 15,355 18,942 17,780 17,820

計 59,947 61,418 56,870 60,327 69,056 75,090 77,232 87,916
八田線 95,602 88,813 77,705 79,747 76,050 82,485 87,185 86,456
神吉線 24,800 25,916 8,452 4,220 27,025 23,121 23,022 21,309
原・神吉線 16,390 17,060 7,748 11,224 28,675 27,635 26,480 26,972
園篠線 6,833 7,494 6,034 5,273 6,378 7,846 7,399 7,039
園部八木線 320 243 65 93 108 86 121 60

園部農芸線 148 633 1,081 2,078 3,760 3,586 3,771

計 143,945 139,674 100,637 101,638 140,314 144,933 147,793 145,607
八木地域 4,601 3,820 2,915 2,696 2,696 3,160 3,331 3,091
日吉地域 479 397 269 220 132 128 128 164

美山地域 530 540 482 409 343 464 383 355

計 5,610 4,757 3,666 3,325 3,171 3,752 3,842 3,610

園福線 園福線（園部駅東口～桧山） 63,444 70,979

南丹市内路線バスの利用者数の推移（平成30年度～令和７年度）

ぐるりんバス

デマンドバス

京阪京都交通
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  【報告事項】



H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

八 木 3,014 2,887 2,322 2,386 2,512 2,606 2,666 2,758

吉 富 1,080 1,002 810 852 852 890 896 928

園 部 9,228 9,052 7,228 7,694 8,282 8,538 8,214 7,998

船 岡 84 98 86 90 82 82 86 82

日 吉 538 524 432 442 428 468 472 500

鍼 灸 大 学 714 786 540 636 790 822 778 732

胡 麻 586 550 458 470 458 478 494 490

南 丹 市 内
7 駅 合 計

15,244 14,899 11,876 12,570 13,404 13,884 13,606 13,488 

JR嵯峨野線・山陰本線利用人数（１日乗降人数）

乗車人数（1日）
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日吉駅乗降人数（１日）
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鍼灸大学前駅乗降人数（１日）
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胡麻駅乗降人数（１日）
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南丹市内7駅合計乗車人数（1日）


